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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻雅彦君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 議案第３０号

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第１ 議案

第３０号令和３年度三沢市一般会計補正予算

（第１１号）を議題とします。

この議案は、昨日、当局より追加議案とし

て提出されたものです。

─────────────────

◎日程第２ 提案理由の説明

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第２ 提案

理由の説明を願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

それでは、本日、追加上程されました議案

の概要について御説明申し上げます

議案第３０号令和３年度三沢市一般会計補

正予算（第１１号）は、道路の除排雪業務に

要する経費が緊要となったことによる補正で

あります。

以上、提案いたしました議案について、そ

の概要を御説明申し上げましたが、詳細につ

きましては後ほど議案審議の際に、本職並び

に関係部長等から御説明を申し上げたいと存

じます。

何とぞ慎重御審議の上、原案どおり御議決

賜りますようお願い申し上げます。

─────────────────

◎日程第３ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻雅彦君） 日程第３ 市政

に対する一般質問を行います。

西村盛男議員の登壇を願います。

西村議員。

○１３番（西村盛男君） おはようございま

す。１３番、かがやきの西村盛男でございま

す。

早速ではございますが、通告に従いまして

市政に対する一般質問をさせていただきま

す。

まずは１件目の基地問題についてお伺いを

いたします。

昨年１２月、深浦町において、米軍三沢基

地所属のＦ－１６戦闘機による燃料タンク投

棄事故が発生し、その翌月、本年１月には、

米軍三沢基地から基地外への有害物質を含む

消火用水の流出問題と、市民生活に大きな不

安を与える事案が立て続けに発生しました。

このうち、Ｆ－１６戦闘機による燃料タン

ク投棄事故につきましては、令和３年第４回

定例会中に佐々木卓也議員が緊急質問にて触

れられましたとおり、落下現場は同町中心

部、主要な国道が通る市街地付近であり、民

家から二、三十メートルほどしか離れていな

い地点でありました。

この件では、住民の方のけがや死亡事故等

につながらなかったことがせめてもの救いで

ありましたが、その後、わずか二日後に、米

軍は事故原因を踏まえた安全対策の説明がな

いままに飛行を再開。

当該戦闘機は、過去にも複数の重大事故を

引き起こしている点からも、また、いつ同じ

ような事故が発生するかもしれないと住民に

大きな不安と恐怖を与えるものであったと記

憶しております。

こういった中、これまで米軍に対し、原因

究明と再発防止に向けた取組等について抗議

を申し入れてきたところではありますが、そ

の後、市民の不安が払拭される状況には至っ

ておりません。

また、消火用水流出問題につきましては、

報道によりますと、本年１月、米軍三沢基地

内の消火システムから排水処理施設に流出し

た消火用水約７６０リットルのうち、一部が

基地外のため池に流れ出た可能性があったこ

とから、三沢市が行ったその後の調査によ

り、基地外の調査地点の一部において発がん
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性が疑われる有機フッ素化合物などの濃度が

環境省の暫定目標値の２倍の数値であったこ

とが判明いたしました。

この件につきましては、他県においてもこ

れまでに同様の事案が発生していること、そ

して流出現場周辺には夏場を中心に家族連れ

等でにぎわう小川原湖などもあることから、

この影響が果たしてどこまで及んでいるもの

なのか、市民からは不安の声が寄せられてお

ります。

これらの事案について、市民の安心・安全

な生活を守るため、そして市民の不安を払拭

するためにも早急な対応が必要と考え、次の

２点について質問をいたします。

まず１点目は、燃料タンク投棄事故及び消

火用水流出問題に関する調査結果等につい

て、現在の状況を伺います。

２点目、市のこれまでの対応と今後の取組

についてお伺いをいたします。

次に２件目、新型コロナウイルス感染症対

策についてお伺いいたします。

今もなお世界各国において猛威をふるう新

型コロナウイルス感染症でありますが、国内

では昨年９月以降、新規感染者数が減少傾向

となるなど、感染拡大状況は一旦落ち着きを

見せていたものの、年明けから新たな変異

株・オミクロン株による感染が全国的に急拡

大する中、先日、青森県をはじめ１８の都道

府県で、まん延防止等重点措置適用が今月２

１日まで延長となるなど、現在も予断を許さ

ない状況が続いております。

各地において３回目となるワクチン接種が

進んできている中ではありますが、次なる第

７波襲来の可能性も指摘されていることか

ら、日常生活や経済活動等へのさらなる影響

が懸念されているところであります。

そのような中、これまで当市では、希望す

る市民の方々に対するワクチンの接種、ＰＣ

Ｒ検査体制の強化、各種経済支援など、関係

団体等と連携しながら様々な取組を進めると

ともに、市民の方々へ基本的感染防止の徹底

などを周知してこられました。市独自で対策

を講じる場合には、限られた権限の中で取り

組まなければならない難しさがあるという点

は理解するところであります。

一方で、市民からは、基本的感染防止の徹

底を図ることが最も重要であると理解しなが

らも、家族や社員等を守らなければならない

が、感染拡大状況に関する情報が少ない中

で、どのような対策をとっていいのか判断が

難しい、情報が少ないことへ不安を感じると

いう声も聞かれます。

出口の見えないこの難局の中で、市民の健

康と安全を守ることを第一義としながら、三

沢市の実情に即した対策を講じることが非常

に重要であると思いますし、市としての感染

症対策の方向性や最低限の情報を示しながら

市民の理解を得るべきとの考えから、次の５

点について質問いたします。

まず１点目は、新型コロナウイルス感染症

拡大に関する当市の現状、そして課題をどの

ように捉えておるのか伺います。

２点目は、事業者等に対し、スピード感あ

るさらなる経済支援策を求める声もある中

で、市としての対応を伺います。

次に３点目、保育所等に関する感染拡大の

状況をどう捉えておられるのか。また、感染

等が確認された場合の対応や、感染拡大によ

り保育士が不足する可能性など、諸課題への

対応についてお伺いをいたします。

次に４点目、小中学校の拡大状況をどう捉

えておられるのか。また、休業等の措置につ

いて、どのような判断基準の下、対応に当た

られているのか伺います。

最後に５点目、市としての今後の取組の方

向性について伺います。

次に、３件目の市職員の服務規律の徹底に

ついて伺います。

以前より全国各地で公務員による不祥事が

度々報道されてきました。

当市におきましても、昨年末、職員が酒気

帯び運転で摘発されたほか、ここ数年内だけ

でも複数件の不祥事が発生したと記憶してお

りますが、市民全体の奉仕者としての使命感
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を欠いた行いは、行政に対する信頼を失墜さ

せてしまうことにもつながるものであり、改

めて職員の方々の意識向上と市を挙げて再発

防止徹底に取り組む必要性を強く感じまし

た。

また、市民の方から、三沢市とドアに書か

れた車、つまり公用車であろうかと思います

が、その公用車の運転マナーが悪く、危険な

思いや不快な思いをしたとの御意見もいただ

きました。ごく一部のケースかもしれません

が、特に御高齢の方や小さな子供たちなどを

危険な事故等から守るためにも、ぜひとも職

員の方々には常日頃から市民の模範として、

今まで以上に市民から信頼される存在とし

て、職務に当たっていただきたいと願うもの

であります。

そこで、これまでも当市におきましては、

職員の服務規律の徹底等について取り組まれ

てこられたと思いますが、今後、職員による

飲酒運転の再発防止、運転マナーの向上等に

ついて、どのように取り組まれるのかお伺い

をいたします。

以上、壇上からの質問を終わります。御答

弁のほどよろしくお願いします。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの西村

盛男議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの西村議

員御質問の新型コロナウイルス感染症対策に

ついての第２点目、事業者等に対する経済支

援策については私から、そのほかにつきまし

ては教育長並びに担当部長からお答えをさせ

ますので、御了承願いたいと存じます。

オミクロン株を発端とした第６波と言われ

る新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

よって、市内経済はもとより、全国的に大き

な影響を受け、いまだ収束の兆しが見えない

状況にございます。

このような中、経済産業省では、全ての業

種の中小法人、個人事業者に対し、年間売上

高や売上げ減少率に応じて事業復活支援金の

給付事業を実施しております。

しかしながら、当市における経済状況は、

飲食業をはじめ旅行業やタクシー、運転代行

業における影響が特に大きく、国が実施する

事業復活支援金をもってしても救済し切れな

い危機的な状況にあるとして、去る２月１５

日に三沢市商工会から、当該業種に対する支

援金を求める緊急要望があったところでござ

います。

当市といたしましても、商工会や実際に事

業を営まれている事業者等からの意見を踏ま

え、特に甚大な影響を受けている当該４業種

への支援が必要であると考え、本年１月から

３月までの売上高が、過去３年間、いずれか

の年との同月比で３０％以上減収した事業者

に対して、一律２０万円を支給したいと考え

ております。

また、併せて要望のあったプレミアム商品

券等の事業についても、実施する予定で検討

を進めており、現在、商工会と連携しなが

ら、そのタイミングや事業の詳細等について

調整しているところでございます。

なお、御質問のありました経済支援対策の

対象業種拡大につきましても、市内経済の回

復は大変重要な課題であると捉えております

ので、国が実施している事業復活支援金の周

知を図りつつ、今後における社会情勢の変化

や市内経済の状況等を見極めながら取り組ん

でまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 新型コロナ

ウイルス感染症対策についての第１点目、新

型コロナウイルス感染症拡大に関する市の現

状と課題についてお答えいたします。

昨年１２月頃からオミクロン株という感染

力の強いウイルスの出現により、全国的には

いまだに感染者が高止まりしている地域もあ

り、青森県内におきましては感染状況に改善

が見られないことから、まん延防止等重点措

置が３月２１日まで延長されたところであり

ます。
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そうした中、青森県内の新規感染者数の状

況は、１月の約４,６００人から２月には１

万５００人へと倍増し、上十三保健所管内に

おきましても、１月の約５００人から２月に

は約１,１００人へと倍以上の感染者が確認

されており、保育施設や学校、職場等でのク

ラスターも多数発生するなど厳しい状況にあ

り、こうしたことは今月に入っても同様の傾

向にあります。

本年２月１５日付で青森県が公表しました

１月の市町村別の新規感染者数によります

と、当市の感染状況は２０１人から５００人

の範囲にあり、これらの感染症患者につきま

しては、上十三保健所による調整の下、入院

もしくは宿泊療養施設や自宅療養などにより

適正に対処されているとのことでございま

す。

現在の課題といたしましては、感染対策の

重要な柱となるワクチン接種を迅速に進めて

いくことが喫緊の課題であると考えていま

す。

具体的には、追加接種について、全ての市

民が２回目の接種から６か月の間隔で接種で

きるよう前倒しにより進めているところであ

りますが、その接種予約が思うように進まず

接種率が上がらないこと、また、５歳から１

１歳までを対象とした小児用のワクチン接種

につきましては、本人及び保護者の不安を解

消するための正しい情報を提供していくこと

が重要になるものと考えております。

続きまして、御質問の第５点目、今後の取

組につきましては、マスクの着用、手洗い、

３密の回避、小まめな換気等の基本的な感染

防止対策を徹底することの周知と併せて、現

在実施している追加のワクチン接種に加え

て、小児に対するワクチン接種について、希

望する住民ができるだけ早くスムーズに接種

できるよう体制の充実を図るとともに、ＰＣ

Ｒ検査センターを含めた効果的な検査体制の

確保に努めることなどに取り組んでまいりた

いと考えております。

当市といたしましては、これまで以上に

国、県、上十三保健所、三沢地区医師会等の

関係機関と一丸となり、感染拡大の防止及び

医療体制の充実、不安軽減などに努め、新型

コロナウイルス感染症の拡大防止に全力で取

り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 福祉部長。

○福祉部長（篠田浩一君） 新型コロナウイ

ルス感染症対策についての第３点目、保育所

等に関する感染拡大の状況についてお答えい

たします。

はじめに、市内の保育施設等における新型

コロナウイルス感染症の発生状況についてで

ありますが、第６波においては、市内の保育

施設等においても感染が確認されております

が、県から人数や施設名など公表されていな

いことから、具体的な表現を差し控えさせて

いただきます。御了承願います。

次に、感染が確認された場合の対応につい

てでありますが、保育施設等において感染者

もしくは濃厚接触者が確認されたときは、直

ちに当該施設から保健所へ連絡をし、今後の

運営体制などについて相談し、市と協議して

対応を決定しております。

具体的には、施設を利用している児童ある

いは施設職員が感染者もしくは濃厚接触者と

なったときには、その方々の健康観察期間等

を考慮した上で、感染が拡大しないために施

設から登園を控えていただくようお願いして

います。

次に、感染の状況により保育士が不足する

場合の対応についてでありますが、国からの

通知等により、年齢区分ごとの児童数に対す

る職員配置基準について、一時的にではあり

ますが、柔軟な対応ができることとされてお

り、また、同一法人内での補充を行うことな

ども可能とされておりますことから、保育士

が不足して施設を休園することのないよう対

応しております。

また、オミクロン株の濃厚接触者の待機期

間については、感染者との接触等から７日間

とされていますが、保育士などいわゆるエッ
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センシャルワーカーについては、待機期間の

７日間を待たずに、４日目と５日目の２日間

にわたり抗原定性検査キットを用いた検査で

陰性が確認されれば、５日目に待機を解除す

る取扱いができることとされ、早期に職場へ

復帰することが可能となりました。

当市では、先般のＰＣＲ検査キットの搬入

に加え、抗原定性検査キットを一定数量確保

しており、保育士が濃厚接触者となった場合

でも、早期復帰が必要なときはこれらを活用

することにより、引き続き保育体制を確保し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 教育長。

○教育長（山内康之君） 新型コロナウイル

ス感染症対策についての第４点目、小中学校

等に関する感染拡大の状況についてお答えい

たします。

感染状況につきましては、県からは人数や

施設名など公表されておりませんが、三沢市

小中学校における状況については、保護者の

連絡を受けた学校からの報告により、逐次把

握に努めております。ただし、感染者の特定

や誹謗中傷につながるおそれがあることか

ら、具体的な状況や情報については公表を控

えております。

当市小中学校児童生徒の感染が判明した場

合の対応としましては、当該校が上十三保健

所と連絡を取り、感染経路の特定調査に協力

しながら情報共有に努め、三沢市学校保健会

会長及び教育委員会と協議の上、教育活動の

継続または学級閉鎖等の対応措置を決定して

おります。

決定に当たっては、単に人数や広がりの範

囲だけで判断するのではなく、例えば同一の

学級において２人の感染が判明した場合で

も、それぞれの家族内感染などによるもので

あって関連がないと認められる場合は、教育

活動を継続するなど総合的に検討の上対応し

ております。

その際、当該校の保護者の皆様には、少し

でも安心感の醸成につながるよう、感染が判

明した児童生徒の保護者の了承を得た上で、

必要に応じて感染の判明した学年など感染者

特定までには至らない程度の具体情報や、そ

の後の対応などを通知文書や情報メールを活

用し、速やかに情報提供しております。

教育委員会といたしましては、児童生徒の

多様な力を伸ばすためのかけがえのない時間

を確保するべく、引き続き換気、手洗い、マ

スク着用など学校における基本的な感染症対

策を徹底しながら、可能な限り教育活動を継

続させてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 基地問題のＦ

－１６戦闘機による燃料タンク投棄事故及び

米軍三沢基地における消火システムの水流出

事案についてお答えします。

まずはじめに、Ｆ－１６戦闘機による燃料

タンク投棄事故の状況についてであります

が、昨年１１月３０日午後６時頃、三沢基地

所属のＦ－１６戦闘機が訓練のため三沢飛行

場を離陸し、西に飛行している際に、エンジ

ンの油圧低下を示す警告が出たことから、パ

イロットは飛行が不可能と判断、マニュアル

に従って燃料タンク２個を投棄し、青森空港

に緊急着陸いたしました。

燃料タンクについては、１２月１日に深浦

町の市街地から、１２月３日に深浦町の山中

からそれぞれ回収されております。

米軍では、原因等を究明するため事故調査

委員会及び安全調査委員会を立ち上げ、事故

調査を実施しているとのことですが、現在ま

でに調査が終了したとの報告は受けておりま

せん。

市の対応といたしましては、１２月１日に

第３５戦闘航空団副司令マーフィー大佐が市

役所に来庁し、事故の状況説明があった際

に、安全管理の徹底、速やかな原因究明、再

発防止、地元に配慮した対応の４点について

市長から直接要請をしております。

また、１２月８日に市長及び市議会議長の

連名で、米軍三沢基地司令官及び防衛大臣に
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対し、事故の原因の究明、再発防止等につい

て文書要請をしており、その中で、さらに今

後、このような事故後の飛行訓練再開前には

丁寧な説明がされるよう強く要請をしており

ます。

今後におきましても、あらゆる機会を捉

え、関係機関に対し航空機の整備、点検の徹

底など、事故防止に努めるよう要請してまい

りたいと考えております。

次に、米軍三沢基地における消火システム

の水流出事案についてでありますが、本年１

月７日に米軍側から日本側に対し、米軍三沢

基地の消火システムから約７６０リットルの

水が排水路を通じて排水処理施設に流出、そ

の水の一部が施設区域外の池に流れ込んだ可

能性があるとの通報がございました。

流出した水には、過去に使用していた泡消

火剤のＰＦＯＳ等が含まれているおそれがあ

るとして、米軍では基地内４か所で水質調査

を実施しているとのことでありましたが、現

在までに調査が終了したとの報告は受けてお

りません。

市の対応としましては、１月１１日に、基

地安全対策連絡調整会議議長名で米軍三沢基

地司令官に対し、水質調査の実施や検査結果

及び対応策についての情報提供と適切な対応

について文書により要請をしております。

また、市では、独自に基地外のため池付近

の影響を調べるため、水質調査を実施したと

ころ、天狗森ため池の排水路では１リットル

当たり１００ナノグラム、姉沼では１リット

ル当たり１７ナノグラムという測定値が出て

おります。

環境省では、公共用水路におけるＰＦＯＳ

等の暫定的な目標値を１リットル当たり５０

ナノグラムとしており、天狗森ため池の排水

路から採取した水が目標値を超えているた

め、国、県などの指導等を仰ぎながら対応を

検討しているところでございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（山﨑 徹君） 市職員の服務規

律徹底、職員による飲酒運転の再発防止の徹

底、運転マナーの向上など、現在の取組と今

後の方向性についてお答えいたします。

職員の服務規律の遵守につきましては、年

度当初及び年末年始等における市長訓示をは

じめ、部長等で組織する庁議の案件として、

また、職員向け庁内ＬＡＮによる文書での通

知のほか、口頭による個別指導など、機会あ

るごとに周知徹底を図っているところであり

ます。

また、職員の倫理観を高めるため、新採用

職員研修や階層別研修においても、服務規律

及び公務員倫理の指導の機会を設けるなど、

職員の意識改革にも取り組んでいるところで

あります。

このような中、昨年１１月、市職員が酒気

帯び運転及び信号無視による法令違反で検挙

され、停職４か月の懲戒処分となりましたこ

とは、誠に遺憾であり、また、市民の皆様の

信頼を損ねましたことに対し、改めまして深

くおわび申し上げます。

また、西村議員から御指摘がございました

公用車の運転マナーにつきましては、職員一

人一人が自覚を持ち、市民の模範となる運

転、心構えが大切であると考えております。

今後におきましては、現在の取組を継続し

て実施するほか、職員を対象とした交通安全

研修を開催して、交通事故や交通違反の再発

防止を喚起するとともに、市職員が公務内外

を問わず譲り合う気持ちや思いやる心の醸成

を図り、歩行者やドライバーに優しい運転マ

ナーの向上と服務規律のさらなる徹底に努め

てまいります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） では、通告順に再

質問をさせていただきたいと思います。

時間の関係もありますので、簡潔にお聞き

をしたいと思います。

まず、基地問題であります。

先ほど、米軍側の調査結果はまだ報告され

ていないということでありました。Ｆ－１６
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戦闘機に関することにつきまして、これはよ

り今まで以上に強い姿勢で、今後なるべく早

く市民の安全・安心を担保するためにも、報

告を早く出していただけるように、これは対

応していただきたいと思います。

そこで、１点再質問ですが、消火用水のほ

うです。こちらも調査報告、まだ米軍側から

はないという御答弁がありましたが、これは

やはり今後も定期的に調査が必要だと思うの

です。それは、やはり市民の安心・安全な暮

らしを守るためでございます。

どこまでのエリアを、調査管轄、調査費の

問題とか様々あるかと思うのですが、その周

辺にある小川原湖と姉沼など、国や県が管轄

する場所もあると思います。そちらとも連携

し、今後取り組んでいく必要があるかと思い

ますが、市の見解をお伺いしたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） ただいまの西

村議員の再質問にお答えしたいと思います。

国、県とも連携を含め、定期的に水質調査

をしていく予定はないかということですけれ

ども、先ほど答弁でもお話ししたとおり、ま

だ基地内の結果というのが出ておりませんけ

れども、これとは別に、今回の事案を受けま

して、既に小川原湖については国が、それか

ら姉沼については県が、そしてため池周辺に

ついては市が、それぞれ今後、水質調査をし

ていくということをお互いに検討しておりま

す。

今後につきましては、状況を注視しながら

国、県と歩調を合わせて調査を実施してまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ぜひお願いをいた

します。

次に、⑵についてでありますが、こちらに

ついてお伺いしたいのは、市としての取組姿

勢、市長としての政治姿勢にも関わることか

もしれません。

基地が所在する三沢市、そこの市長は非常

に様々な場面で難しい判断を迫られるという

ことは承知していますが、先般、この事故が

あった際に、私はちょうどニュースで目にし

たわけでありますが、市長がマスコミからの

取材に対して、事故は起こるものといった趣

旨の発言をされたと記憶をしております。

これに関して、私は真意は分かりません

が、これは受け取り方によっては、事故は起

こるものだから、これはしようがないのだと

いうふうに受け取る住民の方がいても、これ

は不思議ではないと思います。

先般、昨年１２月定例会で佐々木卓也議員

の緊急質問の際に、佐々木議員の強い立場

で、強固な姿勢で厳重に抗議をしていただき

たいという旨の質問に対し、市長は、私もま

た同じ気持ちであるといった趣旨の御答弁を

されているわけでありまして、やはり市の

トップとして、強い姿勢で市民の安心・安

全、そういった平穏な生活を守るために、共

存共栄というスタンスをしっかりと堅持しな

がらも、言うべきことはしっかりと言うとい

う姿勢で、今後、取り組んでいただきたいと

思いますけれども、こちらについてお考えを

お聞かせいただきたいと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 市長。

○市長（小檜山吉紀君） 西村議員の再質問

にお答えいたしたいと思います。

これまでも市民に不安を与えるような基地

に関する事案が度々発生し、本当に不安にお

ののいている場面がたくさんあるわけでござ

います。そのたびごとに、私も米軍に対し、

言うべきときには言うという姿勢で臨んでき

ております。

今後においても基地との共存共栄という基

地行政の柱を堅持しつつも、事案によっては

市民の生命、財産を守るために、より強い姿

勢で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

以上です。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ぜひよろしくお願
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いをいたします。

では次に、新型コロナウイルスに関する質

問でございます。

こちら、先ほど様々るる御答弁をいただき

ました。

経済支援策についても、ぜひともスピード

感を持って市独自の視点で、受け身ではな

く、能動的に御対応いただきたいという市民

の声も多数いただいておりますので、そちら

もしっかりと今後、対応していっていただき

たいと思います。再質問はこちらに関しては

ございません。

次に３点目、４点目の保育所関係、学校関

係についてでありますが、こちらにつきまし

てもやはり保護者の方々、関係者の方々、こ

ういった方々は非常に不安に思っているとこ

ろであります。県の方針として、情報をなか

なか出さないという厳しさはあるものの、引

き続きより一層そういった方々の不安を取り

除くために対応に当たっていただきたいと思

います。こちらに関しても再質問はございま

せん。

今後の取組というところについてでござい

ますけれども、やはり質問でも私は触れまし

たが、情報の提供というものが以前、一度こ

の場で質問をさせていただいたり、市長への

要望の席でもお話をさせていただいた経緯が

ございますけれども、私は絶対に誹謗中傷は

あってはならないと思いますけれども、ある

程度の情報を与えて、危機感をしっかり市民

の方々にも持っていただいたり、安心にもつ

ながることであると思います。情報を市民の

方々は求めているという声も届いておりま

す。

そういった中で、県独自に全市町村にアン

ケートを取ったり、昨年になるかと思います

が、新聞社が全市町村にアンケートを取った

際、やはりその情報の公開に関しては、非常

に慎重な自治体が多かったように思います。

そして今朝、新聞を見ましたら、県内のあ

る市において、独自に公開するという決断を

した際に、県からの情報が来なくなってし

まったという事案も発生しております。これ

に関しては、非常に県の対応というものに疑

問を持ったわけです。

全国的に見れば、県によっては公表してい

るところもあるし、青森県は公表されていな

いわけですけれども、やはり三沢市としては

公表したいが、やはり県の非公表を前提とい

うものに従っているという状況だと思いま

す。

しかしながら、もう少し一歩踏み込んで、

県に公表の在り方、そういったものを投げか

けるというか、要望するというか、そういっ

た視点もちょっとこれは必要なのではないの

かと感じております。

その点について、今現在どのように思って

おられるのか、御答弁お願いしたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 市長。

○市長（小檜山吉紀君） 西村議員の再質問

にお答えいたします。

私も当初は、やはり市町村別に公表するの

が筋ではないかなと。と申しますのは、前に

も言ったと思いますけれども、サンワドーの

あたりで出たとすると、それは三戸保健所管

内にカウントされる。ところが、薬師とか駅

前になると、今度は上十三保健所管内に変わ

るということで、やはりうんと近くで出ても

緊迫感が生まれないということで、これは

ちょっともう少しクエスチョンだなというこ

とで県に申しました。そうしたら、県のほう

でも、それもそうだしということでアンケー

トを取りました。

アンケートの結果、やはり誹謗中傷につな

がるという判断でもって、これはあくまでも

これまでどおり保健所管内での発表にとどめ

ておきたいという回答でした。これは反省会

あるいは何かそういう席があれば、そういう

ことも考えていきたいなと考えております。

ただ、やはり決められた以上は、そのこと

に反対でも、決められたことに対しては決め

られた方向で守っていくというのが組織の

ルールでございます。
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先ほどのお話のように、ある自治体のほう

に県のほうから全く情報が来なくなったとい

う新聞の記事があったと思いますが、そうな

れば三沢市としてもまして困るわけです。今

は非公表を前提に、三沢市では何名ありまし

たという情報が来ていますので、それを施策

に反映するようにしていますが、その数さえ

も来なくなれば、非常に三沢市としては困っ

た状況になりますので、何分県が決めたこと

に対しては、それに従っていくというスタン

スでこれからもいきたいと思っていますの

で、御理解、御協力をお願いしたいと思いま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） 御答弁ありがとう

ございました。

県内の自治体では独自に公表しているとこ

ろもあります。独自に週感染レベルを設定し

て、市民の方々、そういった方々に保健所あ

るなし関係なく、市民の方々の健康と安全を

守るために動いていらっしゃる自治体トップ

もいらっしゃいます。

やはり県にも言うべきことはしっかりと私

は言っていただきたいと思います。そういっ

た姿勢でコロナに向かっていきたい。期待し

たいと思っておりますので、よろしくお願い

いたします。

次でございます。３件目、服務規律徹底に

ついてでございます。

先ほど御答弁をいただきましたけれども、

飲酒運転の件であります。

現在、道交法が改正となりまして、令和４

年度から事業者に対しましては、運転者の運

転前後のアルコールチェックといったものが

義務化となると聞き及んでおります。

市では、本庁舎の管財課で集中管理して車

両の貸出しといったものをしているかと思い

ますが、それ以外にも庁舎以外またはそれぞ

れが課等で保有している車両など、様々な

ケースがあるかと思いますけれども、先ほど

申し上げたアルコールチェック、再発防止と

いう観点からもこれは大事であると思います

が、今後の取組方についてお答えをいただけ

ればと思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

いわゆる緑ナンバーは今までもチェックが

あったわけですけれども、白ナンバーのも義

務化されるわけでありますが、市役所の対応

といたしましては、今、議員からもお話しあ

りましたように、集中管理している車両も多

数あるのですが、課ごとに占有している課も

多数あります。また、庁舎以外、外にも部署

がたくさんございますので、ここを一堂に会

して、来週になりますけれども、管財課のほ

うで説明会を開催することとしております。

また、４月１日から始まりますので、

チェックシートみたいなものを用意して、各

所属長に４月１日から目視でということです

ので、目視でチェックしてもらって報告して

もらうと。それで１０月１日から検知器のほ

うが完全実施されますので、それまでに必要

数の検知器のほうを準備して、模範となるべ

く酒気帯び運転の再発防止に万全を期したい

と思っております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 西村議員。

○１３番（西村盛男君） ありがとうござい

ました。再発防止に向けて、しっかりと取り

組んでいただきたいと思います。

再々質問でありますけれども、質問の中で

運転マナーの向上等についても触れさせてい

ただきました。やはり市民の方々からはいろ

いろな意見が寄せられている中で、歩行者

ファーストといいますか、歩行者の方々、運

転をされている方々もそうですけれども、安

全な歩行環境といいますか、広く言えばそう

いった環境整備といったものも必要になって

くると思いますが、まずは全国では交通安全

のまちづくり条例といったものを制定してい

る自治体もあると思います。そういったもの

に市が率先して、特に市長が先頭に立ってい

ただきながら、そして市民を巻き込み、交通
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安全の意識を高めるための取組、こういった

ものも検討する必要もあるのではないかと

思っておりますが、現在のお考えを伺いたい

と思います。

○議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（山﨑 徹君） ただいまの再々

質問にお答えします。

お話の中で、交通安全のまちづくり条例と

いうお話を伺いました。そういう条例になり

ますと、理念条例というか、そういったもの

をイメージするわけですけれども、交通安全

のまちづくりは、市・自治体だけではなく、

市民、団体、企業が一緒になって連携して取

り組んではじめて、交通安全が推進されるも

のだと思っています。

御質問の条例の制定については、交通安全

意識の高揚を図るという意味で、一つの方法

でありますので、この条例も含めて今まで以

上の交通安全施策等、三沢警察署や関係団体

と連携して、今まで以上に調査研究してまい

りたいと思います。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、西村盛

男議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

田嶋孝安議員の登壇を願います。

田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ５番、かがやきの田

嶋孝安です。一般質問をさせていただきま

す。

昨年の東京オリンピック・パラリンピック

に引き続き、本年、北京冬季オリンピック・

パラリンピックが開催され、現在も選手の皆

様が日頃の成果を世界の代表選手の皆様と競

技を通して競っております。チームプレーで

競う競技、個人で競う競技、それぞれの競技

ですばらしいプレーが繰り広げられ、それぞ

れの競技に感動しながら多くの方が画面にか

じりついていたのではないでしょうか。

その中でも、若い選手の活躍や新しい種目

での日本人選手の活躍も目を離せない内容で

した。新しい種目を若い日本選手が世界の選

手と競う姿はとてもすばらしく、さらには結

果が出せなかった相手選手に対しても高度な

挑戦をたたえ合う姿は、スポーツの醍醐味で

あるとともにさらなる感動を与え、スポーツ

のすばらしさを見せつけてくれました。

まだ冬季パラリンピック中ではあります

が、選手の皆様に感動と力を与えてくれるこ

とに感謝いたします。

そのようなスポーツに挑戦してみたい、そ

んな子供たちに挑戦の場所を提供して、これ

からの時代を担うすばらしい子供たちを育成

できるまちになることを願い、この質問に至

りました。

また、三沢市は国際交流と言いながら、一

部の方々はできているかもしれませんが、な

かなかできていない実情もあり、もっと国際

交流ができるまちづくりをするべきかと考

え、スポーツを通じた交流により、語学に対

しても慣れ親しみやすい環境をつくっていく

べきではないかと考えます。

スポーツ問題として、オリンピックの新種

目を通した国際交流についてと、個人種目に

なっている新競技について施設がない中、２

点伺います。

一つ目に、新種目スポーツを通じて国際交

流をする考えがないか伺います。

二つ目に、ボルダリングジムやスケート

パークなどを整備する考えがないか伺いま

す。

次に、令和３年度は、令和２年度同様に積

雪の多い年となりました。市民の皆様にとっ

ても、生活に支障を来した年になっている。

思ったような除排雪にならず、市民、行政、

除雪業者、コロナ感染拡大に伴い、濃厚接触

者などの自宅待機問題などを抱えている体制

での除排雪作業になりました。

そのシーズンによって環境も変化していく

中ではありますが、確実に言えるのは少子高

齢化と人口減少です。行政管理範囲は広く、

全体をくまなく除排雪していくことが困難に

なっていくのではないかと危惧いたします。

高齢者も徐々に増えてきて、お互いができる
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作業をしていく共同作業も重要になってきて

います。

しかし、雪の多い年に雪を自分の敷地に置

ける余裕があればよいのですが、置くことが

できない環境において、道路に置くことを禁

止している中、対応仕切れない市民の皆様に

は困難となっています。

また、高齢化社会が進むに当たり、少しで

も外出できる環境が望ましいと考える中、市

内中心部にお暮らしの高齢者にとって、除排

雪環境が滞っており、暮らしに支障を来して

いるように感じます。

今後において、住みやすい環境づくりにつ

いて、さらなる検討が必要です。そこで、こ

の積雪に対し、少しでもよい環境をつくるた

め、２点伺います。

一つ目に、公園等市施設に簡易排雪場を設

ける考えがないか伺います。

二つ目に、市内中心部の高齢者が多い地域

について、除雪に併せて排雪する考えがない

か伺います。

以上になります。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） ただいまの田嶋

孝安議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの田嶋議

員御質問のスポーツ問題の第１点目、新種目

スポーツを通じて国際交流をする考えがない

かについては私から、そのほかにつきまして

は市民生活部長並びに建設部長からお答えを

させますので、御了承願いたいと存じます。

当市では、野球、ソフトボール、バレー

ボール、グラウンドゴルフ、ゲートボール等

の競技について、施設整備と併せて各種大会

を主催するなど、児童生徒から高齢者まで多

くの市民に親しんでいただけるよう、生涯ス

ポーツの振興に努めております。

また、国際文化都市をスローガンに掲げる

当市の特色を生かし、市民と米軍三沢基地内

外の子供から大人までを対象とした冬期間の

交流の場として、三沢市国際交流スポーツセ

ンターや三沢アイスアリーナを会場に、

ニュースポーツやアイスフェスティバル等の

イベントを実施し、スポーツを通じた国際交

流も進めております。

東京２０２０オリンピック大会では、個人

の新種目となったスケートボード、スポーツ

クライミング、サーフィン、空手の４種目に

つきましては、多くの日本人選手の活躍もあ

り、オリンピックを契機として、これまで以

上に国民の関心が高まってくるものと考えら

れます。

こうした機運の高まりを見ながら、従来か

らのスポーツを通じた国際交流活動に加え、

個人の新種目に係るスポーツイベントや交流

試合等におきましても、国際交流団体などに

も協力を仰ぎながら、関係者間の橋渡しや通

訳の派遣など状況に応じた後押しをして、ス

ポーツを通じた国際交流の活性化につなげて

まいりたいと考えております。

私からは、以上です。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） スポーツ問

題の第２点目、ボルダリングやスケートパー

ク等の整備についてお答えいたします。

当市では、南山多目的ふれあい広場に集約

された各種運動施設をはじめとして、三沢市

民の森、三沢市民運動広場、三沢市武道館な

ど各種のスポーツ施設を有するなど、施設整

備と併せて指導者の育成や競技人口の拡大な

どについて、各種スポーツ団体や教育委員会

などと連携して、幅広く多種多様なスポーツ

の振興に取り組んでおります。

御質問のスポーツクライミングとスケート

ボードの各種目につきましては、当市のほか

県内でも正式な競技団体等はほとんど見当た

らない状況にあることから、今後の愛好者人

口の推移や施設を定期的に利用するような競

技団体等の設立状況、技術指導や転倒・落下

といった安全面での指導者の状況などと併せ

て、市全体でのこれらスポーツの機運の高ま

りを見ながら、施設整備は今後の検討課題と
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してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 除排雪について

の第１点目、公園等市施設に簡易排雪場を設

ける考えはないかについてお答えいたしま

す。

今年度の降雪状況は、１日の降雪量が１０

センチメートルを超える日が２月末時点で１

４日を超え、降雪量は累計で３４５センチ

メートルとなり、昨年度の２月末の累計降雪

量３１１センチメートルを超える降雪量と

なっております。

例年、市の雪捨て場は、三沢空港に隣接す

る三沢市民運動広場内の野球場前に設けてお

りますが、今年度の降雪量が多かったことか

ら、昨年度に東北防衛局が所管する浜三沢地

区の移転跡地の使用許可を受け、臨時の雪捨

て場を開設し、市内の除排雪作業に対応して

いるところであります。

御質問の公園等の公共施設に簡易排雪場を

設けることにつきましては、これまでは雪解

け後の残った砂利やごみ等の清掃が必要であ

ること、排雪車両が出入りすることによる敷

地の荒廃、敷地内での車両事故の危険性など

様々な事象が懸念されることから実施されて

おりません。

しかしながら、自宅敷地内での排雪が難し

い市街地においては、生活上の切実な問題で

あると認識しております。このことから、こ

れからも降雪量の多いことが想定されるた

め、排雪の仕組みについて近隣自治体から情

報収集を行うなど、調査研究を進めてまいり

たいと考えております。

続きまして、除排雪についての第２点目、

市内中心部の高齢者が多い地域について、除

雪に併せて排雪をする考えがないかについて

お答えいたします。

排雪につきましては、基本的に除雪作業で

路肩に堆積した寄せ雪により、道路の幅員が

十分に取れない状況にある箇所について、現

地を確認し、必要性を見極めた上で実施する

こととしております。

また、昨年度、大雪に見舞われている中

で、気温の上昇により路面の圧雪が緩み、車

と歩行者の通行に支障がある路線において、

排雪作業を行い、その状況に応じた対策を心

がけております。

今後におきましても、冬期間の安全な道路

環境確保に向けた地域の実情や路面状況を考

慮し、高齢者をはじめとした歩行者が歩きや

すいきめ細やかな除雪作業に努めてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） 御答弁、ありがとう

ございました。

まずはスポーツ問題のほうから、ちょっと

再質問をさせていただきたいと思います。

以前、私はちょうど震災のあった年にウェ

ナッチに行かせていただく機会をいただきま

して、行ってきました。その際に、ウェナッ

チに行った際に、ちょうどあちらにもすばら

しいアイスアリーナがあって、そのアイスア

リーナに米軍の士官学校の学生たちと、そし

てカナダの大学の学生たちの試合がちょうど

ありまして、そちらを見る機会がありまし

た。それを思うと、本当に三沢も基地があり

ながら、そしてアイスホッケーにしても一生

懸命にやっている方々がいる中で、これは

もっと国際交流ってスポーツを通してできな

いのかなというようなことなんかを感じた次

第でした。

また、ウェナッチにもチームがたしかある

ように感じますが、そんなチームなんかとも

交流ができると、またさらにウェナッチとの

姉妹都市としての枠がもっとすばらしいもの

になるのではないかというように感じた次第

です。

そんな中で、三沢市としてもっとスポーツ

を通じた国際交流として、今後、市が中心と

なって国際交流を活性化していくべきではな

いかと考えますが、その点について再質問さ

せていただきたいと思います。よろしくお願
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いいたします。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 再質問にお

答えいたします。

さらなる国際交流の推進ということでござ

いますが、従来より取り組んでおります交流

のほか、令和８年には青森県で国民スポーツ

大会が予定されております。当市でも多くの

競技が開催予定となっており、三沢市アイス

アリーナの改修も予定されているところでご

ざいます。この大会では、全国から多くの競

技者、関係者が訪れることになり、さらには

国内一流アスリートの競技も地元で間近に見

られるという貴重な機会で、当地域のスポー

ツの活性化に大きく資するものであるという

ことになると考えております。

こうした大会を契機に、様々な地域スポー

ツが活性化され、その波及効果として基地内

や市外の競技団体との交流、さらには国際交

流につながるような、市として可能な限り国

際交流の活性化に努めてまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

三沢の特色を生かしたことを進めていただ

きながら、行政としてこのまちの活性化につ

なげていっていただきたいなというふうに

思っています。

続きまして、２番の答弁に対しての再質問

をさせていただきたいと思います。

愛好者などからスケートボードなどを公共

施設で練習したいという要望があった場合、

市としてどのような対応をしていくのか伺い

たいと思います。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（小比類巻雅彦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 再質問にお

答えします。

市民からの施設利用の要望があった場合と

いうことでございますが、具体的にはその施

設に係る規則や各施設管理者の判断となりま

すけれども、愛好者の方々や競技者などの団

体による御要望や利用申請などがございまし

たら、例えば国際交流スポーツセンターなど

の公共施設の駐車場あるいは空きスペース

で、安全に配慮しながら施設の運営に支障の

ない範囲で御利用していただくということが

考えられます。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） 本当に柔軟な形で、

新しいスポーツというのは、どうしても抵抗

があるような体制になってしまうというのが

感じられますので、ぜひともそういった要

請、そして、あと子供たちが挑戦する環境と

いうものをぜひともつくっていっていただき

たいというふうに思います。再々質問はあり

ません。

続きまして、除排雪についてであります

が、本当に雪が降って皆さん悩んでいる状況

なわけでありますが、どうしても自分の周り

は少しでも良くしたいという思いの中でいろ

いろな取組をされていて、それに対して少し

でも行政として住みよい環境をつくるという

ようなことでやっていっていただいていると

思います。

しかしながら、現状としてそうでもないと

いうのもありますので、何とか少しずつでも

改善に対して努力をしていただきたいという

ように思います。

再質問といたしまして、１番の面で調査研

究をしていくということでありますので、前

向きなお話だというように感じております

が、目標として、いつ頃をめどに市民生活向

上のために努めていくのかにつきまして再質

問とさせていただきます。よろしくお願いい

たします。

○議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 再質問にお答え

いたします。

現時点では、時期的なことは明確にお答え

できませんが、自宅敷地内で排雪が厳しい市
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街地での排雪場所の確保というのは、住民の

方にとりましても切実な問題となっておりま

すことから、その解決に向けまして当市に

合った方法等を適切に判断し、何らかの方針

が見える形で調査研究を進めてまいりたいと

思います。

以上でございます。

○議長（小比類巻雅彦君） 以上で、田嶋孝

安議員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時２４分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（小比類巻雅彦君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（瀬崎雅弘君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

一般質問に入ります。基地問題、国保問

題、労働問題について、通告順に質問をさせ

ていただきます。

第１の質問、基地問題の１点目、昨今の安

全保障環境の変化に伴う三沢基地の現状と今

後の影響について、当市の見解を伺います。

米軍三沢基地は、太平洋戦争での敗戦後、

日本海軍の航空基地とされていた一帯を米軍

が接収し、１９４５年９月に米陸軍の航空隊

が飛行場の拡張整備に着手したところから始

まりました。その後、１９５０年の朝鮮戦争

を機に、前線支援基地としてさらなる滑走路

等の整備拡張と基地諸施設の建設整備が急速

に進められ、拡大していきました。

１９６５年に巨大アンテナ施設「象のオ

リ」が完成。１９７５年、対潜哨戒機Ｐ－３

Ｃ配備。１９８５年、Ｆ－１６戦闘機配備。

２００７年偵察機運用部隊編成と続いており

ます。

戦後から今年で７７年目となりますが、そ

の間、朝鮮戦争、ベトナム戦争、米ソ冷戦時

代、イラク戦争を経ながら、三沢基地はアメ

リカの世界侵略の出撃基地として進化してい

きました。

その長い歴史の中で、時には基地に起因す

る被害が市民を苦しめてきました。Ｆ－１６

戦闘機による墜落事故、爆音被害により先祖

伝来の土地の立ち退きを余儀なくされまし

た。現在も岡三沢５丁目、６丁目町内会、浜

三沢地域住民が爆音の被害を受け、集団移転

を求めています。また、米兵軍属による事

件、事故も繰り返されてきました。

しかし、この間、三沢市の市政は国防に翻

弄されながらも、基地との共存共栄を標榜し

てきました。戦後７７年もの間、変化する国

際情勢と安全保障環境の下で、三沢市は国防

への協力という大儀を掲げ、基地のまちとし

て歩んできました。

そうした中で、２０１４年からは秘密保護

法、集団自衛権行使の閣議決定、２０１５年

９月には安保法制が強行採決され、翌年３月

に施行されてからは米軍と自衛隊との共同訓

練の強化・一体化が進められてきました。そ

れ以前の２００７年、既に米軍再編による訓

練移転として共同訓練は始まっていました

が、さらに２０１３年からは岩国所属のＦ／

Ａ－１８戦闘機による沖縄からの訓練移転も

受け入れています。

近年、日米共同訓練の強化やアメリカ以外

のイギリス、オーストラリアとの共同訓練も

行われてきました。また、米空軍無人偵察機

グローバルホークの一時展開も受け入れまし

た。

このような中で、自衛隊によるＦ－３５Ａ

戦闘機の配備も進められています。現在Ｆ－

３５Ａは２１機配備されておりますが、今

後、２０４０年までにさらに２１機配備され

る予定となっています。また、自衛隊による

無人偵察機グローバルホーク３機の配備も今

月から始まりました。

このように、三沢基地を取り巻く基地機能
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強化については、市民の生命・財産を守ると

いう観点から、今後の戦闘機配備、無人偵察

機グローバルホーク配備のスケジュールとそ

の訓練の影響をしっかりと検証し、安全確保

に努め、情報を市民に知らせる必要があると

思います。当市としての対応策を伺います。

次に、基地問題の２点目、オスプレイＣＶ

－２２による訓練実態について伺います。

昨年７月に、小川原湖上でオスプレイＣＶ

－２２による事前通告なしでの訓練が発覚

し、大問題となりました。その時間帯には、

地元の漁業者がウナギのはえ縄漁、刺し網漁

の操業を行っていました。しかも、米軍の施

設区域外でした。一歩間違えば人命に関わる

事故となる事態でした。

私は、過去の一般質問で、オスプレイＣＶ

－２２の特殊任務や事故への危険性について

指摘してきました。ＣＶ－２２は、もともと

日本の防衛とは無関係の特殊部隊用の輸送機

です。敵地に侵入して暗殺や襲撃、拉致など

を行う特殊部隊を運ぶ輸送機として開発され

ました。その任務を遂行するためには、敵地

に侵入するための超低空飛行訓練、夜間飛行

訓練が必要となります。危険な訓練が伴うた

め、事故率が高いとされています。

横田基地周辺では、人口密集地上空を頻繁

に低空で飛行するＣＶ－２２が目撃され、住

民の不安が高まっています。そのＣＶ－２２

が、三沢の対地射爆撃場において訓練するた

めに、横田基地との行き来を繰り返していま

す。

訓練開始当初は飛行回数などの情報公開を

していましたが、現在は通常の訓練化となっ

たことを理由に、一切情報公開されていませ

ん。それが、通告なしの小川原湖での危険な

訓練につながっています。

これまで、ＣＶ－２２は私たち市民に何も

知らせないまま、縦横無尽にどこでも飛行訓

練ができる状態になっていました。これで

は、市民の安心・安全を守ることはできませ

ん。

三沢市として、オスプレイＣＶ－２２によ

る訓練実態をどのようにつかんでいるのかを

伺います。

次に、基地問題の３点目、在日米軍基地内

でのオミクロン感染拡大の影響と、今後の対

策について伺います。

コロナウイルスの変異株・オミクロンによ

る感染が、今年に入り急速に拡大しました。

日本での感染者が報告されていなかった当

初、政府は海外でのオミクロンの感染拡大を

受け、昨年１１月２９日、緊急避難的対応、

水際対策として、外国人の新規入国を停止す

るなどの措置を行いました。しかし、沖縄や

山口など米軍基地周辺から感染が急激に広が

りました。

在日米軍内での感染拡大が続いたことを受

け、松野博一官房長官は、記者会見で在日米

軍が感染拡大の要因になっているのではない

かという見方について問われ、その一つであ

る可能性があると言及しています。

三沢市におきましても米軍基地があり、感

染拡大への影響が不安視されてきました。日

米合同委員会合意により、検疫は米軍任せに

なっており、日本側が検疫の詳細について直

接知ることができません。また、日米地位協

定により、米軍の移動は保障され、基地間の

移動、港湾、空港の間を自由に移動すること

が認められています。要するに、水際対策の

大きな抜け穴になっていました。

米軍三沢基地内でも１月２８日、米軍関係

者の感染者数が１２６名という日もあり、そ

の影響が懸念されていました。基地内に出入

りする個人や業者、基地従業員にとっては、

感染への不安が高まっていたと思います。市

民にとっても、米軍関係者が三沢市内など自

由に買い物や飲食などで出歩いていたわけで

すから、不安だったと思います。

このような状況下、三沢市としてはどのよ

うに感染拡大の危険性を認知していたのか。

また、現在、オミクロンのさらなる変異株

ＢＡ.２の感染拡大への懸念も高まっている

ことから、今後も米軍への感染防止対策の強

化については、しっかりと対応していく必要
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があると思います。当市の見解を伺います。

続きまして、第２の質問、国保問題につい

て伺います。

国民健康保険制度は、国民皆保険の最後の

とりでとして、福祉として、誰もが安心して

医療が受けられるためにできた制度です。国

保加入者は、農業・漁業者、自営業者、アル

バイトなどの非正規労働者、年金者、失業と

なった無職の方々になります。このような国

保の被保険者の中には、コロナ禍による経済

的影響をもろに受けている方々が増えている

のではないでしょうか。

農業・漁業者、個人事業者の方々は、長引

くコロナ禍で事業収益が落ち、さらに最近の

燃料や資材などの高騰で打撃を受けていま

す。国民健康保険税の負担も重くなっている

のではないでしょうか。

このような状況を踏まえ、次の点について

伺います。

⑴として、コロナ禍において職を失い、社

保から国保に移行した方が増えているのでは

ないか。そこで、近年の国保加入者数の推移

について、また、今後の加入者数の見通しに

ついて伺います。

次に、⑵として、コロナ禍における受診控

えの影響についてです。

全国的にコロナウイルス感染へのリスク回

避として、病院での受診を控えるなどで医療

費が抑制され、国保会計で黒字になっている

自治体が多いと報告されています。そこで、

三沢市としての受診控えによる影響、医療費

の推移について伺います。

次に、⑶として、１８歳未満の均等割減免

について伺います。

令和４年度の国の当初予算で、未就学児の

均等割分については、４月から半額を国が負

担するということになっています。しかし、

それだけでは不十分だと思います。

もともと担税能力のない１８歳未満の子供

１人に対し、三沢市では均等割分は１人分で

４万１,０００円になります。２人で８万２,

０００円、３人となれば１２万３,０００円

にもなります。子育て世帯にとって大きな負

担になっています。少子化対策と逆行するこ

とにもなります。

岩手県宮古市では、２０１９年度から既に

子供の均等割の負担をなくしています。当市

でも少子化対策、子育て支援策として、１８

歳未満の子供の均等割の負担を軽減する必要

があると思いますが、当市の見解を伺いま

す。

次に、労働問題について伺います。

日本の労働人口についての厚生労働省の記

述によりますと、コロナ禍以前では、少子高

齢化が進展し、生産年齢人口が減少し労働力

の減少が見込まれる。このような構造的な要

因に加えて、現在は、景気回復などを背景と

した労働需要の増加による雇用情勢の改善に

より、人手不足の状況にあるとしていまし

た。

現在はコロナ禍の影響により、雇用環境は

飲食店や観光事業など業種により悪化してい

るものの、人口減少などから将来的に人手不

足の状況は続くと見込まれています。

さらに、地方での人口減少は著しく、地方

自治体間での労働人口の争奪戦が激化してい

ます。近年、人口減少が進む三沢市として

も、様々な施策を打ち出しています。人口減

少対策として、移住・定住促進事業、就職活

動での企業訪問に対して、個人ではなく企業

に対し交通費助成の補助の事業を行っている

ということは承知しております。

そこで、さらに他自治体で実施している事

業について三沢市でも取り組むべきと考え、

提案させていただきます。

⑴として、県外から三沢市内企業への訪問

や試験のための交通費を助成する事業。

⑵として、県内外から市内企業へ就職した

移住者に対し、家賃の一部を補助する事業。

以上２点の取組について、三沢市の見解を

伺います。

以上で、壇上からの一般質問を終わりま

す。御答弁よろしくお願いします。

○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの奥本菜
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保巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員御質問の基地問題についての３点目、在日

米軍基地内でのオミクロン感染拡大の影響と

今後の対策については私から、そのほかにつ

きましては政策部長、市民生活部長並びに経

済部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと存じます。

米軍三沢基地では、昨年末に新型コロナウ

イルス新規感染者が急増したことから、基地

における健康法体制レベルを引き上げ、基地

内外での会合については人数を制限、基地内

での行動制限手順を見直し、マスク着用の義

務化を再徹底するなど、感染拡大防止措置を

強化。さらに、在日米軍の方針により、１月

１０日から１月３１日まで不要不急の外出制

限、夜間の外出禁止等が実施されました。

このように様々な対策が講じられる中で、

１月中旬には感染者数が３００人を超える事

態となりましたが、１月３１日に在日米軍に

よって行動制限が解除された後も、米軍三沢

基地独自で在日米軍の示す感染拡大防止対策

よりさらに厳しい対策を継続した結果、感染

者数は二桁台に落ち着き、２月１８日をもっ

て行動制限等が緩和されたところでありま

す。

現在講じられている対策としましては、基

地内外でのマスク着用の徹底、感染リスクの

高い地域への旅行制限、日本への入国する７

２時間以内の陰性確認、日本入国時の検査、

入国後の行動制限等となっております。

三沢基地内での感染者増加が三沢市内の感

染拡大に影響を及ぼしたのではないかとのこ

とでありますが、そのことを示す十分な証拠

がなく、また、感染力の強い変異株が全国的

に広がっている現状では、一概に断定するこ

とは困難であると考えております。

いずれにしましても、市としては基地内で

の感染拡大が基地外へ影響を及ぼさないよ

う、基地関係者による基地内外における感染

拡大防止対策に万全を期すことを米軍に対し

て要請しており、米軍からは米軍関係者のみ

ならず、地域住民の安心・安全を守るため、

感染拡大防止に真摯に取り組むとの回答をい

ただいております。

今後におきましては、引き続き感染者数の

推移等を注視し、米軍と密に情報を交換しな

がら、市民が安心できるよう適切に対応して

まいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 基地問題の第

１点目、今後の戦闘機、グローバルホーク配

備等のスケジュールと訓練の影響についてお

答えいたします。

現在、航空自衛隊三沢基地へはＦ－３５Ａ

戦闘機及びグローバルホークの配備が計画さ

れておりますが、御承知のとおりＦ－３５Ａ

戦闘機につきましては、平成３０年１月より

逐次配備され、現在２７機となっており、最

終的には令和６年度までに４２機配備される

予定となっております。また、グローバル

ホークにつきましては、令和４年３月上旬以

降、３機を順次配備する予定とのことであり

ます。

次に、近年の三沢基地における訓練状況に

つきましては、沖縄の基地負担軽減のため、

平成１９年から始まった米軍再編に伴う訓練

移転により、三沢基地においては、年１回程

度、県外の在日米軍基地所属機による訓練が

実施されており、昨年７月には、ＭＶ－２２

オスプレイ等による訓練移転が、はじめて三

沢対地射爆撃場で実施され、昨年１２月に

は、訓練移転の一環でもあります日米共同訓

練に参加するＭＶ－２２オスプレイの機体整

備地として、三沢基地が使用されておりま

す。

こうした訓練による影響についてでありま

すが、国において訓練参加機による騒音測定

を実施しており、昨年７月の訓練時点では、

岡三沢地区における騒音レベルの最大値は、

離陸時７１デシベル、着陸時８０デシベル、
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昨年１２月の日米共同訓練時には、岡三沢６

丁目地区においては着陸時８６デシベルと

なっております。

いずれの訓練時も、市民から市役所への苦

情は寄せられておりませんが、市としまして

は、今後の航空機の配備状況や訓練状況等を

注視し、市民への影響について把握に努めて

まいりたいと考えております。

次に、基地問題の第２点目、ＣＶ－２２オ

スプレイによる三沢基地での訓練実態につい

てお答えいたします。

昨年６月３０日及び７月１日に、ＣＶ－２

２オスプレイが小川原湖上空で事前通告なし

で低空飛行等を行ったという報道がございま

した。これを受け、市としましては、地域住

民に影響を及ぼすような軍用機による訓練等

については、事前に関係自治体に対し通知す

るよう国に対し要請したところであります。

昨年１０月１７日及び１８日の訓練の際に

は、事前に東北防衛局より横田基地所属ＣＶ

－２２オスプレイ２機が小川原湖上空で訓練

を行う旨の連絡を受けております。

今後におきましても、小川原湖上空におけ

るＣＶ－２２オスプレイによる訓練につきま

しては、米軍から情報が入り次第、国から地

元自治体に対し事前に情報提供するとのこと

でありますので、訓練状況等を注視し、情報

収集に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 国保問題の

コロナ禍における国民健康保険事業について

の第１点目、国保被保険者数の推移と今後の

見通しについてお答えいたします。

当市の国民健康保険の被保険者数につきま

しては、過去３か年の推移を見ますと、平成

３０年度には８,６４９人、令和元年度には

８,２２０人、令和２年度には７,９０７人、

そして今年度の７,９５６人と減少傾向にあ

ります。

今後の見通しといたしましては、令和４年

度からはいわゆる団塊の世代が後期高齢者医

療制度へと移行になることから、さらに被保

険者数は減少していくものと考えておりま

す。

続きまして、御質問の第２点目、コロナ禍

における受診控えの影響についてでございま

すが、受診の状況といたしましては、コロナ

禍前の令和元年度の受診件数は８万５,２１

９件に対して、令和３年度は７万７,７５０

件と７,４７９件の減少となっており、医療

費についても、令和元年度の２９億３,９６

９万１,０００円に対して、令和２年度は２

８億１,０３７万４,０００円と１億２,９３

１万７,０００円の減額となっております

が、令和３年３月から１０月までの８か月間

では、受診件数は前年度同月に比べ１,９９

２件増加しており、医療費は約３,２００万

円増加しているなど、受診控えによる国保財

政への影響は一時的なものになると認識して

おります。

続きまして、質問の第３点目、１８歳未満

の均等割の減免措置についてお答えいたしま

す。

当市における国民健康保険税の算定方式

は、所得割、均等割、平等割、資産割の４方

式により算定しておりますが、このうち均等

割につきましては、地方税法による従来から

の負担軽減措置として、低所得世帯を対象

に、所得基準により段階的に７割から２割の

軽減措置が図られております。

さらに、国においては、子育て世帯の経済

的負担軽減の観点から、令和４年度より未就

学児の均等割については、現在の算定額を５

割軽減する旨の法改正を行い、当市において

も今定例会において条例改正を提案している

ところでございます。

国民健康保険制度は、平成３０年度から都

道府県単位での財政運営となっており、本県

においても早期の保険料率同一化に向け、各

市町村での取組を進めているところでありま

す。

こうした中にあって、県内全ての市町村で

国の軽減策以上の対応が見られていない現状
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にある中、当市独自の軽減策を導入すること

は難しいものと考えておりますが、今後は国

によるさらなる減免策の議論の状況などを注

視してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 労働問題の第１

点目、県外から三沢市内企業への訪問や試験

のための交通費を助成する事業についてお答

えいたします。

新型コロナウイルス感染症拡大による経済

への影響はいまだ継続している上、コロナ禍

以前から多くの地方が抱えている人口減少、

少子高齢化等の構造的な課題もあり、地方経

済はかつてない苦境に立たされております。

このため、全国各自治体では地域経済を支え

る労働力を確保していくため、地域以外から

地元企業への就職を促進する様々な取組を展

開しているところでございます。

青森県におきましても、ＵＩＪターン就職

を促進し、企業の人材確保を図るため、県内

での就職希望者を対象とした事業説明会や採

用試験、インターシップ参加に係る交通費

を、１名につき対象経費の５０％、１万７,

０００円を上限として助成しております。

一方、当市では、市内企業を対象とした人

材確保に関する事業に要する合同説明会への

参加や、それに係る交通費等の経費につい

て、三沢市ＵＩターン人材確保支援事業助成

金を交付しております。

このように、求職者への支援については県

が実施する取組を主軸とし、就職先となる地

元企業への支援については当市が行うこと

で、人と企業、双方への支援を行い、当市が

抱える労働力不足の解消につながるものと捉

えております。

今後につきましても、引き続き青森県と連

携しながら、アフターコロナを見据えた労働

力の確保に向けて検討してまいりたいと考え

ております。

次に、労働問題の第２点目、県内外から市

内企業へ就職した移住者への家賃補助事業に

ついてお答えいたします。

多くの地方が抱える少子高齢化による人口

減少や労働力不足といった課題に対し、全国

各自治体では、地元企業への就職を伴った地

域への定着に向けた様々な取組が展開されて

おります。

三沢市においても、令和２年の国勢調査に

よる総人口は３万９,１５２人、主な労働力

である１５歳から６４歳までの生産年齢人口

の割合は５９％と、ピークであった平成１２

年の国勢調査の総人口４万２,４９５人、生

産年齢人口割合６６％に比べ、減少傾向が続

いております。

現在、三沢市では、国、県の補助を受けて

県内への就職希望者に対し、東京圏から県内

への移住及び地域での就職等を条件に、最大

１００万円を支給する、移住支援金制度を実

施しております。

また、県内他市町村においては、県外等か

らの移住者であることに加え、若年者や子育

て世帯であるなどといった条件の下に、家賃

補助を実施している事例もあることは承知し

ておりますが、これらの制度は移住の促進を

主目的とする事業であります。

当市においても、移住・定住の促進は人口

減少対策、労働力不足対策につながる喫緊の

課題と捉え、現在も住宅取得支援事業助成金

等の施策を実施し、移住・定住の促進に取り

組んでいるところであります。

今後は、家賃補助事業につきましても選択

肢の一つとして考え、移住支援金をはじめと

する既存制度との連携や域内就職促進だけで

はなく、子育て支援や若年層の定着支援、空

き家対策等の各分野の施策を横断的に検討

し、移住希望者にとってよりよい移住環境づ

くりを支援できる制度づくりに取り組んでま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、再質問をさせていただきたいと
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思います。

まず、基地問題、１点目なのですけれど

も、先ほど私がるる一般質問で、基地機能強

化、共同訓練の激化、こういったことが大変

私たちの三沢基地の、そして住民への不安と

いうか、そういったものが大変大きくなって

いると、そういうふうに感じております。こ

こ数年、基地に起因する負担が重くなってい

るように思います。

先ほどの午前中の一般質問での西村議員の

質問にもありましたけれども、こういうＦ－

１６によるタンクの投棄であったり、それか

ら模擬弾が落下とか、様々なこういう基地に

起因する事故が立て続けに起きているわけで

す。それはなぜなのかということも含めて、

私はしっかりとこの三沢米軍基地がどういう

状況にあって、今、政府が国際安全保障環境

も大きく変わってきていると言いながら、本

当に基地強化を強めてきていると思うので

す。

その中で、三沢市民にそういう負担が、基

地がそういう強化されることによって様々な

負担、事件、事故もそうですし、騒音被害も

そうです。そういったことをきちんと把握し

て、そして毎回、再発防止策だとか、こう

やって米軍に対して要望を言っていますけれ

ども、それで終わっているのですけれども、

そうではなくて、もっときちっと内容を検証

して、具体的にどうすれば基地に起因する被

害を、市民の命、それから生活、安全を担保

できるのか、守れるのか、そういうことを

しっかりと検証していく必要があると思うの

ですが、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 奥本議員の再

質問、様々な三沢基地の機能強化とおっしゃ

られておりましたけれども、最近の状況、事

故が増えている状況を踏まえて、市民の安全

のために基地内の状況について把握して検討

する必要があるのではないかという御質問で

ございます。

事故・事件等は、もちろんないにこしたこ

とはないのですけれども、その都度、事件・

事故については、市のほうで基地のほうに要

望、それから検証していただくようにしてお

りますので、市がその状況も分からずに検証

というのはちょっと難しいと思いますので、

そこは基地と防衛省も含めて情報を交換しな

がら、その辺についても、市独自でも検証し

て、あと、その結果については、様々な形で

市民の皆さんが安心するような情報発信がで

きればなと思っています。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

再々質問をさせていただきたいと思いま

す。

そうした中で、私が検証してほしいという

のは、絶対に事故は、特に市民の命に関わる

ような事故は絶対に起こしてはいけないと、

そういう観点で対策を取ってほしいというこ

となのですが、まずは今回、自衛隊への無人

偵察機グローバルホーク、これが配備になっ

ているのですけれども、以前、米軍が一時展

開ということで配備されたときに、議員にも

視察等で、実際にいろいろ飛行ルートとか高

度とか、そういった部分の説明をもらってい

ました。

今回も、自衛隊ということですけれども、

これまで米軍が行っていたので、もう大丈夫

だろうということではなく、やはりどこをど

ういうふうに飛んで、軍用のドローンのよう

なものなのか、いつ落下するか分からないと

いう、そういうふうな危険性というか、そう

いったものは市民の皆さんも抱えていると思

います。そういうことで、やはり配備に当

たって説明を求めるべきだと思うのですが、

いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 奥本議員の

再々質問、市民の安全という観点からグロー

バルホークの状況ということですけれども、

先月２８日に東北防衛局でこれまでいただい
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ていた情報についての配備のスケジュール確

認、それから部隊の編成スケジュール等の説

明がございました。

その中では、グローバルホークについては

今月中旬に配備予定ですと、その組んだ部隊

につきましては４月以降、具体的にはそうい

う予定ではあるけれども、それがいつからか

というのは、今後、詳細が決まり次第、再度

説明していただけるという話をいただいてお

りまして、そのグローバルホークの運用の内

容、詳細については、その際、また分かり次

第説明をしていただけるということになって

おりますので、その内容をこちらのほうで確

認しながら、また、議員の方々にも相談しな

がら対応を検討してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

ぜひ、グローバルホークというと、今、日

本で運用維持費で１３０億円、取得費６１３

億円という莫大な金がかかっていまして、な

おかつ今、三沢に配備されるのはブロック３

０という今米軍のほうではもう運用していな

い。今４０ということで、それはさらにそう

いう米軍が使っていない古い型といったらあ

れですけれども、それを三沢に配備して、な

おかつそうなると古い型を購入して配備す

る。そうなると、サポートの面で今後、十分

に対応できるのかという部分も含めて、私は

グローバルホークについていろいろ疑問はあ

る。ぜひその辺を検証して、今回、説明等を

していただくということですので、よろしく

お願いしたいと思います。

次に、基地問題２点目なのですが、オスプ

レイＣＶ－２２の件なのですけれども、これ

は小川原湖での予告なしの訓練と申しました

けれども、横田基地の、本当は基地配属でし

て、人口密集地の上空を本当に低空でよく飛

んでいたり危険な訓練をしているという目撃

情報がすごくあがっている、ＣＶオスプレイ

の。そういう部分で、そのＣＶが三沢で好き

なように飛んでいると、それをきちんと把握

する必要があると思うのです。

最初の頃は情報公開されていたのですけれ

ども、今はなかなか訓練の飛行に対する情報

がなくて、これもしっかりと要求していく必

要があるのではないのかと。

アメリカの本土では、市街地であったり、

住宅地の上であったり、遺跡であったり、そ

ういうところは飛ばないというような制約も

あるのです。守っているのです。ですから、

市民の安心・安全の部分で、市街地上空、住

宅地上空は絶対飛ばないようにというような

ことを強く要求する必要があると思うのです

が、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 再質問の２点

目、オスプレイに関してでございますけれど

も、オスプレイの訓練情報につきましては、

現在は訓練情報をいただけるということに

なっておりますが、通常訓練に関してはまた

別ということで、例えば小川原湖上空での訓

練ということはいただいておりますが、その

際に、当然、訓練に当たっては市民に不安を

与えないように、安全な訓練をしてください

ということを要求、要望しておりますので、

訓練がある際にはそういった要望をしてまい

りたいと思っております。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

ぜひとも、横田基地周辺では住宅地の上空

を低空飛行しているというような情報もあり

ますので、ぜひともそういうことのないよう

に、通常の訓練であっても情報公開をお願い

したいということを強く要望していただくこ

とを期待したいと思います。

次に、基地問題の３点目なのですけれど

も、米軍基地関係者５０人の感染、つい先

日、８日ですね。これ発表がありました。
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今、市長がおっしゃったように、基地内で

も外出制限とかいろいろ厳しい防止対策を徹

底して、一旦落ち着いてきているなというよ

うな状況もあるかと思うのですが、やはり次

のステルス性オミクロン株ＢＡ.２、この感

染拡大がこれから広がるのではないかという

ようなこともあります。そして、なおかつ三

沢市は今感染がすごい多いと思うのです。

だから、そういう部分で、なぜ三沢市がこ

んなに多いのかというところも含めて、なか

なか明らかにできない。分からないというこ

とでしたけれども、それを含めて、やはりア

メリカ本土ではマスクもしないような、結構

緩和されて自由に生活できる状況になってい

る。世界一感染者が多くて世界一死亡者が多

いというようなアメリカですから、その点も

しっかり捉えて対策をとっていただきたいと

思います。

まず、米軍に対して、基地の内外に居住す

る米軍関係者の感染状況などの詳細な情報提

供を求めるべきだと思います。

そして、通常の外国人と同じように、検疫

を、これは米軍が一方的にこうです、ああで

すって、その情報だけなのです。しっかりと

把握できるような体制をつくること。

あと、今こんなに広がっているというの

は、無症状の感染が広がっているからではな

いか、無症状の方がいるということも考えら

れるので、やはりＰＣＲ検査、これを基地内

の米軍関係者に、徹底して実施することを求

めるということを、やはりこちらから要求す

る必要があると思うのですが、いかがでしょ

うか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（佐々木 亮君） 奥本議員のコ

ロナに関する再質問にお答えします。

今年に入って市内のほうで爆発的に人数が

増えたということもあって、米軍関係者の感

染が市内に感染拡大した原因ではないのかな

というようなお話もありましたが、これにつ

きましては上十三保健所と基地のほうとで情

報共有をしておりまして、これについて、そ

れが感染拡大につながったとかという情報は

市のほうには入っておりませんので、ここは

また一概に断定できないものと考えておりま

すけれども、御心配のとおり一旦は減りかけ

た感染者が、基地の関係者ですけれども、ま

たちょっと増えてきているというのも踏まえ

て、基地のほうではそれなりの対応をしてい

るという連絡はいただいております。ＰＣＲ

検査を中で実施するとか、また、検疫を強化

していただくというのは、三沢基地だけの問

題ではなくて在日米軍の関係もございますの

で、可能性を確認することはできますけれど

も、それについては国のほうでも要望してい

ただくという形で、また、三沢市は三沢市独

自で定期的に市長が中の司令官と懇談をして

おりますので、そういう形で要望してまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

しっかりと米軍からも、今は落ち着いてい

るとは言いますけれども、やはり先ほども言

いましたように、日米地位協定の下で自由に

移動できるというのが本当にありますので、

市長はしっかりと司令官とともに自分の目で

チェックする、また、基地従業員の方とか、

やはり本当にそこで基地に出入りする方々と

いうのは、本当に私は神経がすり減っている

と思うのです。そういうことも含めて、徹底

して対策を取っていただきたいというふうに

思います。

次に、国保問題についてですけれども、⑴

の国保被保険者数の推移、これはよく分かり

ました。

コロナで一旦は受診のリスク回避というこ

とで、一旦は受診を控えた方々もいらっしゃ

るかと思うのですが、最近は戻ってきている

ということでした。

また、この受診控えという部分について

は、⑵なのですけれども、資格証明書です。
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保険証を持たないという１０割負担の方々が

いらっしゃいます。こういった方々が、最

初、保険証がないばかりに病院になかなか行

けないような状況になって、コロナにかかっ

ているかもしれない発熱があっても、ちょっ

と受診を控えてしまっているのではないかと

いうふうなことも含め、やはりこういうコロ

ナ禍において、自分の命、市民の命を守ると

いう点からも、資格証明書はやめたほうがい

いと思うのですが、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 再質問にお

答えいたします。

資格証明書の発行についてでございます

が、資格証明書の交付は、特別な事情が認め

られる場合以外は交付しなければならないと

いう規定になってございます。ですが、これ

は被保険者の医療を受ける権利というものは

保障されております。

したがいまして、緊急に医療機関を受診す

るなど必要が生じた場合には、申出をいただ

ければ有効期限の短い被保険者証を交付する

など、個別の状況に応じて柔軟に対応をさせ

ていただいております。

そういうことで、発行自体は止めることは

できませんが、困ったときにはそれなりの対

応をさせていただいているという現状でござ

います。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） そうは言っても、

なかなか資格証明書で病院にかかるというよ

うなことができないというのが一般的に言わ

れていまして、資格証明書を発行していない

自治体が、前も言いましたけれども横浜町、

佐井村とか大鰐町とか、こういうふうに発行

していない自治体、都会では神奈川の横浜

市、こういうところでも資格証明書を発行し

ていないのです。ですから、できないという

ことはないと思うので、ぜひとも前向きに検

討していただきたいと思います。

次に、⑶１８歳未満の均等割減免なのです

けれども、ぜひとも今コロナ禍で大変な状況

にある中で、せめてこのコロナ禍に国保の財

源、それが黒字であったということであれ

ば、ぜひともこのコロナ禍だけでも１８歳未

満の子供の均等割減免、できないものでしょ

うか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 再質問にお

答えいたします。

まずは、受診控え等々によって医療費が一

時的に低く抑えられました。お金が余るので

はないのかというようなことだと思いますけ

れども、国保の財政運営は県が主体となって

いるところでございまして、各市町村での医

療費の支出分は、県から交付金として交付さ

れる仕組みとなっております。このため、三

沢市の医療費の支出が減額した場合には、県

からの交付金も減額されるということになり

ますので、減額分がそのまま市の余裕分にな

るということでは、イコールにはならないと

いうことになります。

また、この均等割につきましては、このた

びの国の制度改正により、５割軽減が適用さ

れました。

今後におきましても、まずは国によるさら

なる軽減策、廃止やそういったものが国で検

討されるべきものと考えておりますので、国

の議論を注視してまいりたいというふうに考

えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） ここで、奥本議員

に申し上げます。

持ち時間終了５分前ですので、よろしくお

願いします。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） もう時間がありま

せんので、次に行きたいと思うのですけれど

も、この子供の均等割については、これまで

も市に質問してまいりました。やっている自

治体があるのです。ですから、引き続き私は

諦めずにこれを取り上げていきたいなと思っ

ております。
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次に、労働問題についてですけれども、こ

れは時間がありませんので、１点目の県外か

ら三沢市内企業への訪問、試験のための交通

費。これは実は帯広でやっていまして、帯広

市では移住応援プランとして、移住の実現に

向けて就職を検討する十勝管内企業を訪問す

る場合に交通費と宿泊費を助成しています。

そういう最大５万円の補助。観光を楽しんだ

り自慢の食を味わうこともできますというふ

うにホームページでありました。十勝空港を

活用できるということもＰＲしていました。

実際に利用された方の声も紹介していまし

た。その声を今ここでお話ししたいのですけ

れども、実際に利用された方の声。移住転職

したいという気持ちが高まりました。当プラ

ンを利用させていただき、誠にありがとうご

ざいます。この移住転職したいという気持ち

が高まりましたというふうな、この回答、感

想ですね。このプランによって神奈川県のＮ

Ｍさんという方らしいのですけれども、そう

いうようなのがありました。ぜひ、こういう

ことも兼ねて、前向きに検討する必要がある

と思うのですが、いかがでしょうか。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 先ほどの答弁で

は、一応労働問題という御質問の趣旨に沿い

まして、就職活動、そういったことで遠方か

ら三沢市にいらっしゃるという方々が、経済

的ハードルを下げて来やすくするという観点

から、大変有効な策として先ほど申しました

青森県のＵＩＪターン還流促進の交通費助成

という制度について紹介させていただきまし

たけれども、奥本議員おっしゃるように、そ

ういった帯広の例のように、就職活動を契機

として三沢市に来訪していただいた方に、そ

のタイミングをもって三沢市を知ってもら

う、それから三沢市への移住を考えてもら

う、そういったきっかけをつくってもらうと

いう方法としては一つの手段とは思われま

す。

いずれにいたしましても、三沢市として三

沢市に就職を希望する方、それから移住を希

望する方に対して、どのような環境づくりを

していくのがよいのか、おっしゃられた帯広

の例も参考にしながら、三沢市が行っている

各種政策と総合的に考えてまいりたいという

ふうに思います。

以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、奥本菜保

巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日議員。

○１４番（春日洋子君） １４番、公明党の

春日洋子でございます。通告の順に従い、質

問してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、路面下空洞

調査の実施状況についてお伺いします。

近年、全国の自治体において、道路の陥没

事故が後を絶たない状況が続いています。衝

撃的な陥没事故として記憶に鮮明に残ってい

るのは、２０１６年１１月に発生した福岡市

博多区における博多駅前の陥没事故でありま

す。

ここ数年前からの陥没事故を追ってみます

と、２０２０年６月には神奈川県横浜市での

シールド工事中に路面の陥没が発生。同１０

月に東京都調布市で住宅地の市道で深さ５

メートルまで陥没。翌年の２０２１年１１月

には東京都吉祥寺で道路が陥没し、走行中の

ごみ収集車の後部が転落して動けなくなりま

した。同じく１１月には北海道三笠市におい

て発生した陥没事故で、転落した乗用車に

乗っていた男女３名が重軽傷を負っていま

す。さらに、本年１月に埼玉県越谷市におい

て、陥没した路面で原付バイクに乗っていた

女性が転倒し、意識不明の重体になりまし

た。

道路の陥没の要因としては、大きく三つに

分けられると言われ、一つ目は道路、側溝、

橋梁などの道路施設、二つ目は上下水道など

の道路占用物件、三つ目がその他の要件で、

河川施設や樹木などが挙げられています。
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このように陥没の要因はそれぞれに異なる

ものの、国土交通省の調査によると、全国の

道路陥没の発生件数は、令和元年度には年間

９,１６３件の道路陥没が起きており、その

内訳は市町村の管理する道路が７,７２６

件、都道府県の管理する道路が１,２９３

件、国道が１４４件となっています。

このような全国的な状況から、本市におい

ても市民生活に密着した道路の維持管理は、

市民全てが安全・安心に暮らす上で非常に重

要であり、特に突然発生する路面陥没は重大

事故につながる危険性があるため、路面の損

傷及び異常箇所の把握に努めていくことがま

すます大切になってきているとし、これまで

計画的に調査を実施してくださっているもの

と認識しています。そこで、これまでの実施

状況と今後の調査に向けての見通しをお伺い

します。

次に、２点目の書かない窓口の導入につい

てお伺いします。

書かない窓口のサービスは、証明書の申請

や住民異動の届出などの際に、申請書や届出

書を書かないような体制とすることで、来庁

者の手間を省くサービスです。

窓口の職員は、来庁者から本人確認書類の

提示を受けるなどして、その情報を基にシス

テムで対象者を検索するとともに、必要な証

明書や届出内容を聞き取りし、申請書や届出

書をパソコン上に作成します。

２００９年から窓口業務改善への取組を続

けている北海道北見市では、書かない窓口を

取り組むきっかけとして、まずは職員自身が

証明書の申請を体験してみたと言われていま

す。体験した職員は、証明書の申請書の書き

方が分からず、窓口で申請書の書き方を確認

しました。

この体験から、来庁者が申請書を書いて窓

口に持ってくる。職員が確認し、違うところ

があれば、また書いてもらう。書き直して、

また来庁者が窓口に持ってくる。再び職員が

確認といった作業が必要になっていることが

分かり、その後の様々な業務改善へとつな

がっていったと言います。

北見市の担当者は、書かない窓口の業務改

善によって、来庁者の手続が簡素になるとと

もに、職員は確認の手間がなくなり、事務時

間の削減につながっているのは大きなポイン

トだと捉えているとのことでした。

自治体の窓口業務は、総務省の指針によ

り、住民の利便性向上につながる業務の効率

化が求められており、時間短縮と市民サービ

スを向上させる観点からも、書かない窓口を

導入すべきと考えます。本市の御見解をお伺

いします。

次に、３点目の香害への周知啓発について

お伺いします。

香害とは、香水や合成洗剤、柔軟剤などに

含まれる合成香料・化学物質によって不快感

や体への影響が生じることを言い、めまいや

吐き気を伴う化学物質過敏症を発症する人も

います。

中でも思考力の低下やせき、疲労感と続

き、職場や学校に行けなくなるほど深刻な人

もいると言われており、健康被害を感じる人

にも程度の違いはありますが、化学物質過敏

症はごく微量の化学物質であっても発症する

ため、誰でも、いつ、どんなきっかけでも苦

しむことになる危険性があります。

香害の被害者数はまだ定かではなく、２０

２０年国民生活センターは、柔軟剤の匂いに

よって健康被害を訴える相談が、２０１４年

以降９２８件寄せられたと報告しています

が、公的な機関に製品の事故事例として被害

を訴える人は、実際の被害者のごく一部であ

るとしています。

日本消費者連盟など７団体でつくる香害を

なくす連絡会は、２０１９年１２月から２０

２０年３月に香りつき製品の被害についてイ

ンターネットで公開アンケートを実施し、

９,３３２人から回答を得ました。被害があ

ると答えた人の２０％が、その苦しみが原因

で、離職、不登校に追い込まれたと言いま

す。単なる不快感ではなく、多くの人が健康

被害を訴える現状を考えれば、個々人の感性
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や遺伝子の問題と片付けることはできないの

ではないかと思います。

このような背景から、本市においても香害

への理解を深めるための周知・啓発に取り組

むべきと考え、御見解をお伺いします。

次に、４点目の小学校休業等対応助成金・

支援金の情報提供についてお伺いします。

新型コロナウイルス感染拡大に伴い、学校

や幼稚園、保育園などで休校・休園が相次い

でいることから、保護者が休暇を取得しやす

いよう事業主を支援する小学校休業等対応助

成金・支援金の対象期間が、今年６月末まで

に延長されました。子供が新型コロナにか

かったり濃厚接触者になったり、また、小学

校などが休校となって、お父さん、お母さん

が仕事を休む場合に使っていただく制度で

す。

助成金・支援金の対象は、小学校や幼稚

園、保育園、認定こども園だけでなく、学童

クラブや障害のある子供が通う放課後等デイ

サービスが休みとなり、保護者が仕事を休む

場合も対象になります。その上で、助成金は

事業主に支給されます。例えば、保護者が仕

事を休んだ場合、保護者の会社に対して国が

支援する仕組みです。フリーランスや個人事

業主なども申請できます。

また、事業主の協力が得られない場合に利

用してほしいのが、都道府県の労働局に設置

されている特別相談窓口です。パートの方も

制度の対象になりますので、事業主と相談す

るか、分からない場合には労働局に問い合わ

せていただきたいとしています。

コロナ禍で働きながら子育てをするのはか

なりの負担です。保護者の休暇取得を支援す

るための制度でもあり、対象者へ必要な支援

が届くよう活用に向けての情報提供について

お伺いします。

次に、福祉問題のデジタル障害者手帳の活

用についてお伺いします。

ミライロＩＤは、障害者手帳を所有してい

る方を対象としたスマートフォン向けアプリ

です。その特徴は、①障害者手帳の情報を取

り込むことで、窓口での確認がスマホ一つで

手軽にできること。②必要なサポートや車椅

子のサイズなどを登録して、窓口での伝達を

スムーズにできること。③障害者別に生活に

役立つ情報やお得な情報が届くことであると

言われています。

同アプリは、現在、全国で３,０００社を

超える事業者が確認書類として採用してお

り、自治体での活用も埼玉県や大阪府のほ

か、昨年１０月３１日時点では６２市区町村

に広がっているとのことです。

個人情報を見られる手帳所有者の心理的負

担や手帳を確認する側の手間を軽減すること

が期待されており、飲食店などで使えるクー

ポンの提供や障害種別に応じた生活に役立つ

情報の配信などの実施は、当事者にとっては

とてもうれしいことだと思います。

また、外出時に障害者手帳を常に携帯する

ことにより、紙様式の障害者手帳だと、破れ

たりなくしてしまうこともあると言われてい

ることから、利便性向上のためにもデジタル

障害者手帳を活用すべきと考えます。本市の

御見解をお伺いします。

最後に、教育問題の通学路の安全確保につ

いてお伺いします。

政府は昨年１２月２４日、千葉県八街市で

下校中の小学生の列にトラックが突っ込み、

児童５人が死傷した同６月の事故を受け、全

国の公立小学校約１万９,０００校の通学路

を点検した結果、危険な場所が約７万２,０

００か所あったと発表しました。

点検は学校やＰＴＡ、警察などが合同で実

施し、幹線道路の抜け道や大型車の進入が多

い道路などを同１０月末までにリストアップ

しており、ガードレールや歩道の設置、道路

の拡幅などハード面の対策のほか、規制制度

やボランティアが担う登下校の見守り活動の

強化などを行うとのことです。

事故が起きた八街市の通学路では、ガイド

パイプが設置されるなどの対策が取られてお

り、国においては２０２３年度末までにガー

ドレール設置などの対策を講じる方針です。



― 38 ―

通学路の安全確保は最優先で取り組むべき

であることから、本市の現状とこれまでどの

ような対策を講じてこられたのかをお伺いい

たします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（瀬崎雅弘君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの春日議

員御質問の行政問題についての第４点目、小

学校休業等対応助成金・支援金の情報提供に

ついては私から、そのほかにつきましては副

市長並びに担当部長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。

厚生労働省が実施している当該助成金制度

は、小学校や保育園等が休校・休園となった

場合や児童幼児等が新型コロナウイルスに感

染し、または濃厚接触者となった場合等にお

いて当該子供を世話するため、保護者である

従業員に有給休暇を取得させた事業主に対し

て助成金を給付する制度で、当該制度に関す

る市からの情報提供については、昨年１０月

に青森県教育長より周知依頼があったため、

市内小中学校を通じて各保護者に対し文書で

周知を図ったところであります。

さらに、本年２月２４日付で再度の周知依

頼がありましたことから、改めて同様の周知

を行っております。また、市内保育所、認定

こども園等の保育施設につきましては、各施

設等を通じて保護者へお知らせしていただく

ようお願いしております。

なお、事業主側への周知につきましては、

現在、国及び県において情報提供を行ってお

りますが、より幅広く認識していただくた

め、今後、商工会を通じた事業主向けの周知

を図っていくほか、市といたしましても広報

みさわや市ホームページ、マックテレビ等を

活用し、労働者及び事業主双方へのさらなる

周知徹底を図ってまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上です。

○副議長（瀬崎雅弘君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第３

点目、香害への周知啓発についてお答えいた

します。

柔軟剤や消臭剤などの香りや成分により、

頭痛や吐き気などといった体調不良を訴え

る、いわゆる香害につきましては、全国の消

費生活センターに対して、苦情や相談が多数

寄せられております。

平成２５年９月に、独立行政法人国民生活

センターから、この傾向は増加傾向にあると

の分析結果が公表されたところでございま

す。さらに、令和２年４月には、平成２５年

の分析結果公表以降も全国の消費生活セン

ターに対しまして、年間１３０件から２５０

件程度の香りに関する苦情、相談が寄せられ

ているとの情報提供があったところでござい

ます。

一方、当市におきましては、平成２８年４

月の三沢市消費生活センター設立以来、柔軟

剤などの香りに関する苦情や相談は寄せられ

ておりません。

しかしながら、解決策が見いだせなくて諦

めている方や、相談先が分からずに困ってい

る方などが一定数存在するものと推察してお

ります。

御質問の香害への理解を深めるための取組

についてでございますが、当市といたしまし

ても、この問題が広く市民に理解されるべき

であると考えております。

このことから、広報みさわや市のウェブサ

イトはもとより、チラシやポスターを活用す

るなどして、香りの感じ方には個人差があ

り、不快に感じる人や頭痛・吐き気などと

いった体調不良を訴える方もいるという事実

を周知するとともに、香りを伴う製品につい

ては適正量で使用するよう啓発してまいりた

いと考えております。

また、併せて今後、市に寄せられる柔軟剤

などの香りに関する苦情や相談の推移等を注

視し、必要に応じて市の出前講座の中に消費
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者問題としてメニュー化するなど、さらなる

周知啓発について検討してまいりたいと考え

ております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 行政問題の

第２点目、書かない窓口の導入についてお答

えいたします。

住民サービスの最前線となる窓口業務につ

きましては、住民に寄り添った接遇を通じて

来庁者が目的に応じて分かりやすく、そして

正確な手続を行えるよう利便性を考えた窓口

であることが重要と考えております。

一例といたしまして、市民課で主に扱って

いる申請書類のうち、マイナンバー関係を除

き、自署を求めているものは５種類あり、基

本的にこれらは全て本人または代理人に自署

をいただいておりますが、来庁された高齢者

の方や体の不自由な方で自ら記入することが

難しい場合には、職員が聞き取りをしながら

記入の代行をするなど、来庁者に寄り添った

対応を心がけております。

御質問の書かない窓口の導入につきまして

は、来庁者が窓口での証明書発行手続につい

て身分証明書を提示し、職員がヒアリングを

しながら必要事項をパソコンに入力し申請書

が作られるため、書類の記入もなく来庁者の

負担が大幅に軽減されるものと認識しており

ますが、市民課の対応のみならず、国保年金

課、税務課など多くの市民が手続に訪れる関

係課での連携した対応が望ましいと考えま

す。

今回御提案いただきました書かない窓口の

実施につきましては、市民課以外にも窓口担

当課全体で使用する連携システムの導入に伴

う整備経費等の課題もありますが、利用者の

滞留時間の削減や負担軽減など利便性の大幅

な向上が期待されますことから、他自治体の

先行事例等を参考に、各窓口担当課との連携

手法など当市の現状に即した書かない窓口の

在り方について、調査研究してまいります。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 行政問題の第１

点目、路面下空洞調査の実施状況についてお

答えいたします。

路面下空洞調査は、路面下空洞探査車を使

用し、道路を開削することなく空洞濃度を把

握できることから、道路の陥没による事故を

未然に防ぎ、安全性を確保する上で大変有効

な手段であると考えております。

当市では、平成２７年度において試験的に

約１.７キロメートルの路面下空洞調査を実

施しており、その後は、平成３０年度から今

年度まで調査を実施しているところでありま

す。

これまでに行われた調査は、道路延長で平

成３０年度に１５キロメートル、令和元年度

に１.９キロメートル、令和３年度に１６.６

キロメートルの計３３.５キロメートルを行

いました。その結果、確認された空洞につい

て、平成２７年度は５か所、平成３０年度は

２５か所、令和元年度は空洞がなく、令和３

年度は１２か所の計４２か所となり、緊急性

を要するものは速やかに、また、舗装の整備

を行う路線については、歩道の整備に併せて

空洞の補修を行っており、その他につきまし

ては、道路の状況を確認しながら必要に応じ

て補修等を適切に対応することとしておりま

す。

このような調査は、国の規定により５年に

一度の頻度で行い、道路施設の健全度を確認

することが求められていることから、継続的

な調査が必要なものと考えております。

なお、本年度をもちまして、市内の緊急輸

送道路、市街地の幹線道路及び路面下に地下

埋設物が多い路線の調査を終えたところでご

ざいます。

今後につきましても引き続き、国土交通省

の補助事業で路面下の状態を把握し、道路交

通の安全確保に努めるため、令和５年度から

２巡目の調査を継続して進めてまいりたいと

考えております。

以上でございます。
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○副議長（瀬崎雅弘君） 福祉部長。

○福祉部長（篠田浩一君） 福祉問題のデジ

タル障害者手帳の活用についてお答えいたし

ます。

御質問のミライロＩＤは、ユニバーサルデ

ザインの普及に関するコンサルティングなど

を主な事業とする、株式会社ミライロがス

マートフォン用のアプリとして２０１９年７

月に提供を始めたもので、障害者手帳の情報

をスマートフォンの画面に表示し、手帳の代

わりに各種店舗や公共施設などで提示するこ

とにより、障害者割引などのサービスを受け

ることができるというものであります。

このアプリを利用するためには、障害者手

帳を持っている方がスマートフォンにアプリ

をダウンロードした上で、障害者手帳の種類

や氏名などの個人情報を入力いたします。そ

の後、ミライロによる審査が行われ、登録さ

れることで利用が可能となります。

本年２月末時点で、アプリが使用できる場

所として登録されている企業や施設は、全国

で約３,４００となっており、そのうち地方

公共団体の登録数は１０７自治体となってお

ります。

このアプリのメリットといたしましては、

障害者手帳を公の場で提示する機会が減るこ

とにより、心理的負担や煩わしさが軽減され

ることや、障害者の種別に応じた生活に役立

つ情報が入手できることなどが挙げられま

す。

一方で、インターネット上では、個人情報

の管理や流出などに対する心配や、アプリの

使い方が分からない、あるいはアプリに不具

合が起きた場合や、このアプリを障害者手帳

と同様に扱う施設が限られることなどから、

結局はこれまでと同様に常に障害者手帳を携

帯しなければならない煩わしさがあるといっ

た利用者の声が見受けられております。

御質問のミライロＩＤの市としての活用に

つきましては、現時点では市の公共施設にお

ける障害者個人の利用に対する使用料等の減

免がないことから、直ちに登録、活用すると

いう状況にはありませんが、現在、市が進め

ている公共施設の障害者に対する使用料等の

減免に関する検討と併せて、今後、調査研究

してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 教育部長。

○教育部長（立崎裕輔君） 教育問題、通学

路の安全確保についてお答えいたします。

当市では、平成２７年に三沢市通学路安全

推進会議を設置し、警察、道路管理者など関

係機関を集め、三沢市連合ＰＴＡからの通学

路の安全確保に対する改善要望等について、

毎年会議を実施した上で改善策を協議してい

るところです。

このような中、今年度行った通学路におけ

る緊急点検は、千葉県八街市の事故を受け、

文部科学省、国土交通省及び警察庁の３省庁

が連携し、通学路における交通安全を一層確

保する取組として実施いたしました。

点検項目として、見通しのよい道路や幹線

道路の抜け道になっている道路など、車の速

度が上がりやすい箇所や大型車の進入が多い

箇所など、国から示された点検項目の中から

危険があると認められる箇所を抽出するた

め、各小学校に依頼し、学校では地域ボラン

ティアやＰＴＡの方々を交えて検討を行いま

した。

各小学校から教育委員会に報告された２７

か所の危険箇所を通学路安全推進会議におい

て緊急合同点検したところ、２３か所につい

て何らかの対策が必要であるとの判断に至っ

たところであります。

これらの対策につきましては、危険箇所を

所管する警察、各道路管理者や施設管理者、

学校関係者とも連絡調整の下、標識の設置や

白線の引き直しなど早急に対応できる措置に

ついては今年度内に実施し、信号機設置や横

断歩道の設置など物理上困難な箇所や予算を

伴う箇所についても、引き続き関係各所に改

善に向けた働きかけを行っており、安全・安

心を第一に一日も早く危険箇所の解消対策が

実施されるよう努めているところです。
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今後におきましても、これらの改善に加

え、学校安全ボランティア等による登下校時

の見守り活動や交通安全運動、そして児童生

徒への交通安全指導など充実強化徹底を図

り、地域と学校、そして行政機関が一体と

なった児童生徒の目の高さに合った通学路の

安全確保に向け、調整・連携に努めてまいり

ます。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

ただいまの御答弁に対し、再質問をさせて

いただきます。

はじめに、行政問題の１点目、路面下空洞

調査の実施状況について再質問させていただ

きます。

先ほどの担当部長からの御答弁で、市はこ

れまで緊急輸送道路、また、幹線道路につき

ましては、計画的にしっかりと着実に路面下

空洞調査を進めてきてくださっており、ま

た、必要な手だてもしっかりとなされてい

る。また、さらには５年ごとのサイクルとい

うことでありまして、今後も引き続き調査を

実施していただけるものと承知いたしまし

た。

そこで、ぜひこの機会にお聞きしたいと

思っている点は、市が管理する道路以外に、

もちろん三沢市内では県が管理する県道、国

道等がございまして、非常に交通量の多い場

所でございます。県が管理するということで

はありますけれども、市としても何か情報提

供・共有をしていくことが必要ではないのか

なという思いに至っているところでございま

す。

現段階で市が県道、国道に関して調査等を

行っているのかどうか、そういう情報を把握

していることがございましたらお示しいただ

きたいと思います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 再質問にお答え

いたします。

国道、県道の調査の状況ということでござ

います。

市内の国道、県道の管理者は青森県となっ

ておりまして、所管する部署は上北地域県民

局の道路施設課となります。こちらのほうに

空洞調査の実施状況につきまして確認したと

ころ、平成２７年度に国道３３８号市内全域

を調査実施し、平成２８年度には主要地方道

八戸野辺地線の市内全域、そして三沢十和田

線の市内ほぼ全域、そして一般県道大町三沢

線の３５％を実施したということでした。そ

して令和元年度に一般県道天ヶ森三沢線、全

線の調査を実施したということでした。

調査の結果につきましては、確認はできて

おりませんので、今後、調査結果等を確認し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

併せて、市とともに県もしっかりとこの調

査を行っている。もちろん、調査後の三沢市

もそうですけれども、空洞等のしかるべき必

要な手だてはしっかりなされているものとい

うふうに思っておりましたので、お聞きでき

てありがたく思いました。今後もどうぞよろ

しくお願いいたします。

次に、２点目の書かない窓口の導入につい

て再質問させていただきます。

先ほどの御答弁で、書かない窓口について

は、市の現状に即した在り方について調査研

究をしていく旨の御答弁でありました。

前段でも述べさせていただきましたが、北

見市では２００９年から現在に至るまで、一

貫して市の窓口業務改善に取り組んでいると

いうことでありました。これは、特に書かな

い窓口に執着しての質問ではございません。

これは本当に市としても、各自治体において

も、窓口の改善というのは非常に大事であろ

うというふうに思っておりました。

そこで、この場で参考までにお聞きしたい
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と思いますけれども、三沢市におきまして、

これまで窓口業務の改善に向けてはどのよう

に取り組んでこられたのかお聞かせいただき

たいと思います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

市民生活部長。

○市民生活部長（工藤雅則君） 再質問にお

答えいたします。

当市での事務改善につきましては、これま

でも機会あるごとに様々な部署で様々な形で

検討されております。

せっかく年度末でもございまして、しばら

く住民の異動が多くなる季節になります。市

民課においてこれまで導入されました事例と

して、タイムリーなものを２点ほど御紹介さ

せていただきたいと思います。

はじめに、窓口業務の時間延長でございま

す。今年は３月２８日から４月６日までを予

定しておりまして、毎年、年度変わりの平日

に、午後５時までの窓口業務を午後６時３０

分まで延長するということで、市民の皆様の

需要に対応したいという考えになります。

続きまして、出先機関における証明書等の

交付の実施でございますが、こちらは三沢市

市立三沢病院、消防署、古間木出張所及び北

出張所において、住民票などの発行につい

て、当日での申請から交付までを平日９時か

ら１６時の間まで行っております。また、三

沢市公会堂では、事前予約になりますが、住

民票を土日など休日に受け取ることができる

ようになってございます。

これらのほか、パスポートの発行窓口の設

置というか、分かりやすい窓口表示への取組

などもございますが、今後におきましても来

庁者の目線に立った窓口事務の改善に努めて

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。市民目線で利便性を高めていただく

取組をなさっていただいていることと承知い

たしました。ぜひこれからも、今は市民課中

心の取組を御紹介いただきましたけれども、

必要な窓口もまたあると思いますので、今後

とも充実に努めていただきたいということを

願っております。よろしくお願いいたしま

す。

次に、３点目の香害への周知啓発について

の再質問はございません。

先ほどの御答弁におきまして、市におきま

しても香害への理解を深めるために丁寧に積

極的に取り組んでくださる旨の御答弁をいた

だき、大変心強く感じました。目に見えな

い、また、声に出せない方たちにとっては大

変うれしいことだと思っております。どうぞ

よろしくお願いいたします。

次に、４点目の小学校休業等対応助成金・

支援金の情報提供についての再質問はござい

ません。

今回の質問の趣旨でございますけれども、

これまでも市は必要な時期に、しかるべき時

期に周知に努めてきていただいたということ

は承知いたしました。特に今回のこの質問に

至った経緯は、当初のこの制度の対象期間は

昨年１２月末でございました。コロナ禍の感

染拡大を受けて、第２段階として今年３月末

まで、さらに現在は６月末までに継続となっ

た。このことから、継続になったことを御存

じない方、諦めてしまう事業主、また、保護

者の方々、この方たちを本当に救っていく制

度でございますので、もう何度も何度も繰り

返しこの制度を認知されていない方々に周知

を努めていくということは、非常に大事だと

いう観点でございました。

市としても再度の周知、あらゆる手段を使

いまして周知に努めていただけるものと承知

いたしました。期待しておりますので、よろ

しくお願いいたします。

次に、福祉問題のデジタル障害者手帳の活

用について再質問させていただきます。

御答弁にありました、現在、市が進めてい

る公共施設の障害者個人に対する使用料など

の減免に関する検討、現在、進めていただい

ているものと承知しております。調査研究し
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ていくとの答弁でございました。

もしこの場でお答えが可能でございました

ら、公共施設の障害者個人に対する使用料、

この減免に関しての検討状況、さらには実施

のめどはどのようにお考えであるのか。

また併せて、今質問させていただきました

デジタル障害者手帳・ミライロＩＤの活用も

また同時に検討していっていただけるもの

か、そのことについて再質問させていただき

ます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

福祉部長。

○福祉部長（篠田浩一君） それでは、再質

問の公共施設に対する障害者減免制度の現在

の検討状況と実施のめどはいつかということ

と、それに併せてミライロＩＤをどう進めて

いくのかといった御質問だったと思います。

まず、障害者減免制度の検討状況について

でございますが、これまで県外の市町村の施

設を対象とした障害者の減免状況や減免割合

などを調査いたしました。その概要はほぼま

とまっております。

この調査した、取れた概要の結果を踏まえ

まして、来年度中に庁内関係課と減免に関す

る基準、そして、それぞれの考え方などを協

議いたしまして、それを取りまとめた後に関

係条例や規則の整備を行った上で、できれば

令和５年度中の減免制度の施行を目指してま

いりたいと考えております。

また、ミライロＩＤの活用の進め方につき

ましては、その運用のメリット、そしてデメ

リットなどを今後調査研究していく必要がご

ざいますが、今後、実施可能と判断されれ

ば、令和５年度をめどに施行を目指していま

す障害者減免制度の施行のタイミングに併せ

て、ミライロＩＤも運用開始できるよう検討

してまいりたいと考えてございます。

以上であります。

○副議長（瀬崎雅弘君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。ぜひよろしくお願いいたします。

最後に、教育問題の通学路の安全確保につ

いて再質問させていただきます。

先ほども、とても分かりやすい答弁でござ

いました。通学路の安全確保について、関係

機関の皆様の御協力をいただきながら、しっ

かりと改善に向けて努力を積み重ねてきてい

るものと承知させていただきました。

私も個人的に様々な地域の方々から、通学

路に関する御要望をいただく機会がございま

して、担当課に御相談申し上げると、もちろ

んできることは速やかに対応してくださって

いるということで、大変ありがたく、学校ま

た地域の御相談者の方からも感謝の声を私も

直接伺ってまいりました。

御答弁の中でも、まず市が対応できない関

係機関、その場所によってはあるということ

も、これまでも認識はしてまいりましたけれ

ども、今般、この質問に至った経緯は、私は

我が党活動の中でありましたけれども、アン

ケートの実施をする機会がございまして、そ

のテーマは防災及び地域の安全・安心確保に

向けたアンケート、そんな内容でございまし

た。

その中で、市民の皆様から多くのアンケー

ト調査に御協力をいただきまして、特に多

かったのが、地域において危険で改善が必要

な場所はどこかという設問に対しまして、通

学路と歩道との回答が多く寄せられたことか

ら、努力はずっともう平成２７年から続けて

まいりましたけれども、まだまだあるな、あ

るだろうな、また、市が対応し切れない場所

も当然あるだろうなという思いに至ったとこ

ろです。

そこで、再質問は市の対応がまだし切れな

いところ、そういう箇所は現状、過去何年前

からもしかしたら事案を持っているものもあ

るかと思いますけれども、ちょっとそれらに

ついて、つぶさではなくてもよろしいですけ

れども、ちょっと懸案事項になっているもの

がありましたら、お知らせいただきたいと思

います。

○副議長（瀬崎雅弘君） 答弁願います。

教育部長。
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○教育部長（立崎裕輔君） 通学路の安全確

保についての再質問にお答えいたします。

三沢市単独で対応ができない箇所につきま

しては、具体例としてございますのは、まず

各小学校から報告された危険箇所につきまし

て、三沢市通学路安全推進会議において緊急

合同点検を実施した結果、一つは県道と市道

とが交わる交差点において、警察との交差点

協議を経た後に、県と当市で改良に向けた協

議が必要となる箇所、これが１か所ございま

した。

また、横断歩道新設や信号機設置などに係

る公安委員会との協議を経た上で、設置に向

けた道路改良等が必要となる要望箇所が４か

所ございました。

また、国道の歩道拡幅で道路管理者である

県が事業主体となる要望箇所が１か所など、

市単独での対応ができない箇所は２３か所中

９か所でございました。

これにつきましては、先ほども御答弁申し

上げました三沢市通学路安全推進会議で、毎

年、警察、それから県、それから市の交通安

全対策、土木関係の所管部署との、もちろん

ＰＴＡも入っていただきまして、この会議を

開催していく中で、引き続き毎年確認をしな

がら要望してまいりたいということでござい

ます。

以上でございます。

○副議長（瀬崎雅弘君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（瀬崎雅弘君） 本日の日程は、以

上で終了いたします。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会します。

御苦労さまでした。

午後 ２時５７分 散会


